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第 II 部 WTO 協定と主要ケース 

第７章 

補助金・相殺措置 

１．ルールの概観 

（１）ルールの背景

1995 年、WTO 協定の 1 つとして「補助金及び相殺関

税に関する協定」（以下、補助金協定）が発効した（同

協定が策定された背景について詳しくは、2017 年版

不公正貿易報告書 323-324 頁参照）。補助金協定は、

途上国に対する配慮規定が存在するものの、全 WTO 加

盟国に適用される。補助金協定は、補助金の定義を明

確化した上で、①あらゆる場合に禁止される補助金

（輸出補助金・国内産品優先補助金がこれにあた

る。）、②他国に「悪影響」を与えた場合には撤廃等

を求められる「特定性」のある補助金について、WTO 

による補助金の撤廃勧告及び相殺関税という 2 つのル

ートを用意している。以下、紛争解決手続による先例

の積み重ねによって見えてきた補助金に関するルール

の内実・限界について概観する。 

（２）法的規律の概要

①補助金の定義

補助金協定において、補助金とは、①政府又は公

的機関からの、②資金的貢献によって、③受け手の

企業に「利益」が生じるものと定義されている。 

以下、この 3 つの要件について順に検討するが、「資

金的貢献」とは、政府が企業に対して対価を得ることな

く給付する「贈与」に限られず、減税措置や物品・サ

ービスの提供といったものも含まれる点で、我が国の

国内法（補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律等）における「補助金」よりも広い概念であ

る点については注意が必要である。 

また、補助金協定は物品貿易に関する協定であり、

その規律は補助金による利益が物品に上乗せされる場合

を前提としている点にも注意が必要である。サービス貿

易に影響を与える補助金も考えられるところではあるが

（例えば、教育サービスの輸出としての教師等の専門家

派遣に対する政府支援など）、サービス貿易に関する補

助金は GATS 第 15 条に基づき交渉中であり、現状、具

体的な規律は存在しない。したがって、補助金が物品の

貿易に影響を与えるのか、サービス貿易に影響を与える

のか（あるいは両方に影響を与えるのか）を把握するこ

とがまず重要である。 

（ａ）「政府又は公的機関」（補助金協定第 1 条 

1(a)(1)） 

「政府」とはすべての政府機関を含む概念であるが、

補助金協定は「公的機関」とはいかなる機関を指すもの

かについて具体的には規定していない。この点、上級委員

会は、「公的機関」というためには、政府が株式を保有

しているという事実（すなわち、国有企業であること）

だけでは足りず、政府権限を保有ないし行使し、あるい

は委譲されているという事実が必要であると判断した

（米国-中国製品に対する AD・相殺関税措置（DS379）

上級委報告書パラ 317）。また、上級委員会は、公的機関

性の認定の焦点は、組織自体、組織の核となる性質、組

織と政府の関係であり、資金的貢献行為ではないため、

当該組織による具体的な資金的貢献行為が政府権限と関

連していることを常に示す必要はない、と判示した（米

国-中国からの特定の輸入品に対する相殺関税措置

（DS437）履行確認手続上級委報告書パラ 5.100-5.101）。 
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上級委員会が示した判断基準によれば、政府の株

式保有比率が低い企業であっても、組織の性質や政

府との関係に基づき、政府権限の保有・行使･授権が認

められる場合は、「公的機関」に当たりうる。他方で、

経営再建のために一時的に国有化された企業の場合

は、そのような国有化によって当該組織について政

府権限の保有・行使･授権が生じるわけではないため、

「公的機関」になるわけではないと思われる。 

この判断基準の具体的な適用事例としては、まず、

公的機関性が否定された事例（相殺関税調査における、

公的機関性を肯定した調査当局の認定について、パ

ネル又は上級委員会が協定不整合であると判断した

例）として、鉄鋼等を生産している国有企業につい

て、調査当局が、もっぱら政府が当該企業を過半数

保有ないし支配しているか否かのみを検討しており、

政府機能を行使する権限が委譲されているとの証拠

はないとして、「公的機関」性を肯定した当局の認定

を協定不整合と判断した事例（米国-中国からの特定

の輸入品に対する相殺関税措置（DS437）パネル報

告書パラ 7.73- 7.75（当該判示は上訴されず確定））

がある。また、インド政府が 98％保有する鉱物開発

公社であっても、インド政府が実際に当該企業とそ

の行為に対して有意な支配を行使（exercise）した

か、当該企業が政府機能を果たしているか（perform）

等を検討せず、政府保有、役員任免権等の支配に関す

る形成的指標（formal indicia of control）しか検

討していないとして、協定不整合と判断された（米国

-インドからの熱間圧延鋼板輸入に対する相殺関税措

置（DS436）上級委報告書パラ 4.42-4.47）。さらに、

軍人年金基金が支配的な保有比率を持つ企業について

公的機関性を肯定した調査当局の認定についても、①

軍人年金基金自体に経済面･運営面での自律性

（autonomy）が認められ、軍人年金基金の役員であ

る軍人･政府役人が政府の指示に基づき意思決定をし

ている旨の証拠がないことから、軍人年金基金によ

る支配行使を政府に帰責できず、また、②対象企業

自身が軍人年金基金と独立した商業規律に基づく行

為をとっていることを適切に考慮していない等とし、

協定不整合と判断された（米国-トルコからのパイプ・

チューブ製品に対する相殺関税措置(DS523)パネル報告

書パラ 7.39-7.40、7.61（上訴審係属中））。 

他方で、公的機関性が肯定された事例（相殺関税

調査における調査当局の公的機関性を肯定する認定

について、パネル又は上級委員会が協定不整合でな

いと判断した例）としては、中国の国有商業銀行につい

て、調査当局が、保有・支配以外の要素（産業政策に従

う義務、政府による役員任免、リスク・マネジメント及

び分析スキルを欠くこと等）も認定し、国有商業銀行と

中国政府の関係に関する幅広い証拠を検討したうえで、

国有商業銀行が、政府に支配され、特定の政府機能を効

果的に行使したと認定したことから、公的機関であると

の結論は協定不整合ではないと判示された事例（上記 

DS379 上級委報告書パラ 356）がある。また、上記 DS436 

の履行確認手続では、再調査において、調査当局が、同

じ鉱物開発公社を改めて公的機関と認定する際、政府任

命役員によって政府方針に整合的で非商業的な輸出方針

が採られている旨の認定（政府が同社に有意な支配を及

ぼしていると推認させる事実と評価できる）、同社は政

府保有の公共資産である鉄鉱の開発調整という政府機能

を行使している旨の認定等を加えた点を評価し、協定不

整合ではない、と判断された（上記DS436 履行確認手続

パネル報告書パラ7.53、7.59、7.92（上訴審係属中））。さ

らに、上記 DS437 の履行確認手続でも、調査当局が、再

調査において、同じ中国の国有企業につき、調査当局が、

政府保有比率に留まらず、国有企業や市場に対する政府

の介入を示す諸事実を認定することにより、当該組織と

政府の関係性、当該組織の事業に関連する法的経済的環

境、関連セクターにおける政策の射程・内容、政府によ

る当該組織に対する有意な支配等の公的機関性の分析に

関連する要素を検討していること等から、公的機関性を

肯定した認定は協定不整合ではない、と判示されている

（上記 DS437 履行確認手続パネル報告書パラ 7.76- 7.79、

7.104-7.107（上級委はパネルの結論を支持（同上級委報

告書パラ 5.105）））。 

 
（ｂ）「資金的貢献」（補助金協定第 1 条 

1(a)(1)(i)-(iv)） 

補助金協定における「資金的貢献」とは、政府からの

贈与に限らず、貸付・出資・債務保証・減税等の収入の

放棄、物品及びサービスの提供といったあらゆる財産的

価値の積極的消極的移転を含む概念である。 

物品・サービスの提供や物品の購入といった措置は、

我が国の国内法（補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律等）においては「補助金」にはあたらないが、

例えば、政府による物品の購入が不相当な対価でなされ

ていた場合、相当ではない対価部分については政府から

「贈与」がなされた場合と同様の経済的な効果が生じる

ことになる。このような現象を補助金協定の規律から排
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除することは、政府からの贈与と同様の効果を狙っ

ての不相当な対価での物品購入といった「迂回」を

許すことにもなりかねない。したがって、 対価の相

当性については後述の「利益」の有無という要件で

判断されることになるが、補助金協定は「利益」を生む

可能性のある政府からの財政的措置については、ひと

まず「資金的貢献」にあたるものとして捉え、実質

的な判断は「利益」の要件で審査することを求めて

いるものと考えられる。 

そうすると、「資金的貢献」の要件は、財政的措

置ではない政府による措置については補助金協定の

規律 の対象外とするという機能を有しているもの

といえる。例えば、政府が規制権限を行使して特定

産品について市場価格よりも高い公定価格を決定し、

同価格以下での販売を禁止した結果、同産品の生産

者に利益が生じたとしても、その事実のみでは政府

からの財政的措置があったとはいえないので、この

ような措置は補助金協定の対象外となる。 

なお、「資金的貢献」が民間団体によってなされた

場合であっても、それが政府又は公的機関からの委託・

指示を受けてなされた場合には、政府又は公的機関

からの資金的貢献があったものとして扱われる（補

助金協定第 1 条 1(a)(1)(iv)）。この規定は、政府が

民間団体を介して補助金を供与することで補助金協

定の規律から逃れることを防ぐために設けられたも

のであり、政府が民間団体をその「代理」として使

って補助金を供与する場合も補助金協定の対象とす

る趣旨である（US–DRAMS 上級委パラ 113 - 116）。委

託・指示の内容について、上級委員会はいかなる行

為がこれに該当するか抽象的に示すことは困難とし

つつ、政府による行政指導が委託・指示に該当し得

ると判断している。 

 
（ｃ）「利益」について（補助金協定第 1 条 1(b)）  

前述のとおり、補助金協定上の補助金とは「資金

的貢献」によって「利益」が生じるものであるが、

上級委員会によれば、「利益」とは、市場価格と比較

して政府による資金的貢献の方が受け手にとってよ

り有利な条件であることを意味する（カナダ-民間

航空機（DS70）上級委報告書パラ 157）。すなわち、政

府が受け手から資金的貢献に見合った相当な対価の支

払を受けない場合、受け手に「利益」があると判断さ

れることになる。具体的には、政府が民間企業に金銭

を一方的に贈与した場合はもちろん、民間の金融機関よ

りも低い利率によって政府が融資した場合や、政府が市

場価格よりも高い価格で企業から物品を購入することな

ども、資金的貢献の受け手に「利益」があると判断され

ることになる（具体的な事例は補助金協定第 14 条に例

示されている。）。 

このように、「利益」の有無は市場価格や金利といっ

た市場における条件等との比較によって決まる。もっと

も、何が「市場価格」なのかは具体的事例によっては明

らかではないケースも多い。例えば、融資は融資先の信

用力、融資事業の有望性、融資金額、その時点での市場

金利等のあらゆる事情を考慮した上で、融資する金融機

関がそのリスクを判断し、借り手企業と交渉の上、最終

的に条件が確定するものである。政府から融資を受けた

企業が「利益」を受けたといえるか否かを判断するため

には「市場価格」が何であったかを決めなければならな

いが、政府によって融資を受けた借り手と全く同一の状

況にあって民間金融機関から融資を受けた企業が存在す

るとは想定しにくいため、比較すべき「市場価格」は現

実には存在しない価格を様々な状況から推定して決める

必要がある。したがって、比較すべき「市場価格」とし

て何が適切かについて、パネルないし上級委員会が政府

からの資金的貢献がなされた際の事情を分析した説得力

のある議論・証拠を求める傾向が見られる。 

この点、直接的には相殺関税措置に関する補助金協定第14

条に関する判断ではあるが、先例では、利益性判断のベン

チマークとなる市場価格について、同条(d)（物品の安値

提供態様の補助金につき、ベンチマークは補助金交付国

で浸透した市場条件との関連で決定される旨規定）上、

関連市場における民間価格が歪曲されている場合は、当

該市場の民間価格以外のベンチマークを使用しうるとし

つつ、そのような代替ベンチマークは、補助金交付国の

比較優位性が正確に反映されるように調整される必要が

ある、と判示した（米国-カナダ産木材補助金に対する相

殺関税措置（DS257）パネル報告書パラ 108－109）。また、

上記 DS437 上級委員会は、融資態様の補助金における利率

のベンチマークについても同様に代替指標の余地を認め、

ただし、当該市場で利用可能な商業的融資に近似するよ

う調整する必要がある（同パラ 489）としている。また、

国内関連市場の市場価格・利率が歪曲しているか否かの判

断に関しては、政府が関連市場において支配的な供給者

である場合には限られず（上記DS379 上級委報告書パラ

453）、検討市場の性質･構造（市場を構成する各組織の類

型や市場シェア、参入障壁を含む）など、関連市場の
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様々な側面を検討して事案ごとに検討する必要があ

り（上記 DS436 上級委報告書パラ 4.157）、また、広

範な政府介入による国家経済一般や産業セクター全

体の「市場」歪曲では足りず、そのような政府介入

が対象産品の「価格」歪曲に帰結したことが示され

る必要がある（上記 DS437 履行確認手続上級委報告

書パラ 5.170- 5.172）、と判示されている。 

また、政府介入によって新しい市場が創設された

ケースで、上級委員会は、当該政府介入それ自体は

「利益」の供与、すなわち、補助金を構成しないとし、

「利益」の認定に当たっては、「関連市場」を特定した

上で、比較すべき「市場価格」に基づいて利益分析を

行うべき旨の判断を示している。具体的には、カナダ

－オンタリオケースで上級委員会は、補助金措置の客

観的目的・構造自体で「利益」の存在が推定されると

いう日本の主張を認めず、「関連市場」として「再生

可能エネルギー市場」を特定し、オンタリオにおける

過去の再生可能エネルギー供給制度（Renewable 

Energy Supply）における再生可能エネルギー市場価

格を考慮し利益分析を行うよう要求したことで、実

務上「利益」の認定に当たっては「市場価格」との

比較が要請される旨示唆された（カナダ－FIT

（DS412、426）上級委報告書パラ5.190）。 

なお、資金的貢献の受け手に「利益」があると判

断される場合、当該受け手によって生産される産品

に補助金の利益が上乗せされるが、当該産品が原材

料等である場合（いわゆる「川上産品」）、それを原

材料として使用して生産される産品（いわゆる「川下

産品」） にも補助金の利益が上乗せされている可能

性がある。具体的には、上級委員会は立木を伐採し

て丸太を製造販売する業者に対する補助金の利益が、

「補助産品」である立木を通じて丸太加工業者が生

産する軟材に移転したことが立証されれば、軟材

（針葉樹材）も「補助産品」として相殺関税を課す

ことができる旨判断している（当然ながら、丸太販

売業者と丸太加工業者が同一企業であるなど両者に

関連性があれば、利益は当然に移転されているもの

と考えられる。米国－カナダ産軟材に対する相殺関税

措置（DS257）上級委報告書パラ 155 - 156）。直接、

補助金を受けている企業によって生産される産品だ

けでなく、補助産品を原材料として使用して生産さ

れる産品についても「補助産品」と判断される可能

性がある点について注意が必要である。 

 

②禁止補助金 

以下に述べる輸出補助金及び国内産品優先補助金

は、いずれも貿易歪曲性が高いものとして、他国への

悪影響の有無にかかわらず供与が禁止されている。こ

のような補助金を供与していると判断された場合、当

該補助金を遅滞なく廃止するよう勧告される（補助金

協定第 4 条 7）。 

 
（ａ）輸出補助金（補助金協定第 3 条 1(a)） 

補助金協定は、「法令上又は事実上、輸出が行われる

ことに基づいて（唯一の条件としてであるか二以上の条

件のうち一の条件としてであるかを問わない。） 交付さ

れる補助金」の交付・維持が禁止されると規定した上で、

注として、「補助金の交付が法的には輸出が行われるこ

とに基づいたものではない場合においても、当該補助金

の交付が実際の又は予想される輸出又は輸出収入と事実

上結び付いていることが事実によって立証されるときは、

この基準は、満たされるものとする。輸出を行う企業に

補助金を交付するという単なる事実のみを理由として、

この第 3 条 1 に規定する輸出補助金とみなされることは

ない。」と定めている。この規定により、例えば、法令上、

産品を輸出する場合にのみ供与されることが明記されて

いる補助金が輸出補助金にあたり禁止されることは明ら

かであるが、この規定によって禁止される補助金の範囲、

特に事実上の輸出補助金とは何を指すのかについては判

然としなかった。 

この点について、上級委員会は、補助金の供与に

よって輸出量が増加するというだけでは輸出補助金には

ならず、輸出補助金とは国内販売に比べて輸出販売によ

り強いインセンティブを与える性質を有する補助金であ

るとの判断を示した（EC–大型航空機（DS316）上級委報

告書パラ 1045–1056）。また、補助金がそのような性質

を有するか否かは、補助金を供与する政府の主観的な動

機ではなく、当該補助金そのものの客観的な構造によっ

て判断されるとした（同パラ 1051）。 

具体的には、パネル及び上級委員会が輸出補助金と判

断したものとしては以下のようなものがある。 

・外国航空会社が金融機関から航空機を購入する資金

の融資を受ける際、公的機関がその利子を負担する

プログラム（ブラジル－小型航空機（DS46）） 

・海外の子会社を通じて輸出産品を販売した場合には、

その所得について国内販売によって得られた所得

以上の課税免除の特典が得られる課税制度（米国－

外国小売業者への課税制度（DS108）） 
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・輸出価格が基準価格を下回った場合、輸出者に対

してその差額を補填する補助金（米国－高地産綿

花補助金（DS267）） 

政府系金融機関による輸出に対する支援（輸出産

品の購入先がその購入資金を金融機関から借り受け

る際、輸入者あるいは輸入者に対して貸し付ける金

融機関に輸出国の政府又は公的金融機関が低利で融

資を行う形態などがある。以下、「輸出信用」）は、

その融資が輸出に基づいて行われるという性質上、

輸出補助金にあたる。もっとも、OECD における参加

国間で取りきめた紳士協定である OECD 輸出信用アレ

ンジメントに定められた条件の範囲内で供与される

輸出信用は輸出補助金とみなさないこととされてい

る（補助金協定附属書 I（k）項第 2 段落）。なお、

OECD 輸出信用アレンジメントには他国がアレンジメン

トから逸脱した輸出信用を行った場合に、それに対応

して自国も OECD 輸出信用アレンジメントから逸脱し

た輸出信用を行うことが認められているが（マッチ

ング）、パネルはマッチングによる輸出信用は輸出補

助金とみなされない補助金にはあたらないと判断し

ている（カナダ－航空機輸出信用プログラム（DS222）

パネル報告書 パラ 7.157）。 

 
（ｂ）国内産品優先補助金（補助金協定第 3 条 

1(b)） 

補助金協定は、輸出補助金に加えて「輸入物品よ

りも国産物品を優先することに基づいて（唯一の条

件としてであるか二以上の条件のうち一の条件とし

てであるかを問わない。）交付される補助金」の交

付・維持も禁止される旨定めている。この規定は、

GATT 第 3 条 4 によって禁止されている「内国民待遇

違反」にあたる補助金が禁止されることを補助金協

定上も明記する趣旨で規定されているものである。

すなわち、産品を生産する際に使用する部品が国内

産か外国産かによって補助金の受給について差別的

な取扱いをする補助金が「国内産品優先補助金」で

ある。具体的には、国内で生産された部品を使用し

た場合に限って補助金を供与するものや、生産者が

産品を生産する際に使用する部品について海外で生

産された産品を使用する場合よりも国内で生産され

た産品を使用した場合に多くの補助金を受けること

ができる構造を有する補助金が国内産品優先補助金

にあたる。この点、上級委員会は、このような補助

金の差別的な構造が法令上明記されている場合に限

らず、事実上、産品の生産に国内で生産された部品の使

用が優先されている補助金についても、国内産品優先補

助金にあたると判断している（Canada–Autos（DS142）

上級委報告書パラ 143）。 

なお、国内生産者に対してのみ補助金を供与し、海外

生産者に対して補助金を供与しないことは内国民待遇違

反にはあたらず（GATT 第 3 条 8（b））、補助金協定上も禁

止されていない。禁止されているのは、産品の生産に用

いられる部品において内外差別を行うことであり、産品

の生産そのものに関して国内生産者のみに補助金を供与

することは禁止されていない点に注意が必要である。 

農産品について、上級委員会は、国内産品優先補助金

に関しては農業協定において特別の規定はなく、原則ど

おり補助金協定第 3 条 1（b）の規律が適用されると判断

している（米国－高地産綿花補助金（DS267）上級委報告

書パラ 545）。 

 
（ｃ）禁止補助金の効果 

前述のとおり、輸出補助金と国内産品優先補助金の交

付・維持は禁止されている（補助金協定第 3 条 2）。WTO 加

盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を交付・維持して

いると考えられる場合、紛争解決手続を利用することが

できる。輸出補助金に関する紛争はより迅速に処理する

ことが必要と考えられており、紛争解決手続に関する了

解（DSU）に定められている期間の半分の期間で処理さ

れるものとされている（補助金協定第4 条 12）。審理の

結果、パネルないし上級委員会が当該補助金は輸出補助

金又は国内産品優先補助金にあたると判断した場合、加

盟国に対して当該補助金を遅滞なく廃止するように勧告

する（補助金協定第 4 条 7）。具体的には、3 か月以内での

補助金の廃止を勧告するケースが多い。 

勧告を受けた加盟国は補助金を廃止しなければなら

ないが、具体的に何をもって補助金の「廃止」といえる

かについては明確ではない。問題となるのは、勧告を受

けた補助金を今後供与しないということで「廃止」とい

えるのか、それとも既に供与した補助金を返金させなけ

れば「廃止」といえないのか（さらに、返金が求められ

るとして、企業に供与された全額か手元に残っている利

益に限られるか）である。この点については、いまだパ

ネル・上級委員会の判断から明確になったとはいえない。 

この点について、豪州－皮革事件の履行確認パネルに

おいて判断が示された。 

補助金廃止勧告を受けた豪州は今後補助金を供与し

ないということで補助金の「廃止」といえると主張し、



320 

第７章 補助金・相殺措置 
 
 

 

    

米国は期限までに補助金を受けた企業の手元に残っ

ている利益が返還されなければ補助金の「廃止」と

はいえないと主張した。これに対し、パネルは豪

州・米国のいずれの主張も採用せず、供与された補

助金の全額について返金しなければ補助金の「廃止」

とはいえないと判断した（豪州－自動車用皮革補助金

（DS126）履行確認パネル報告書パラ6.48）。この判断

内容は我が国を含む多くの加盟国から厳しく批判さ

れ、その後、パネル・上級委員会が補助金の返還が

ないことをもって補助金が「廃止」されていないと

の判断は示していない。補助金「廃止」勧告を満た

すために企業からの補助金の返還が必要なのか否か

（仮に返還が必要だとして、その返還の範囲）につ

いて、「廃止」の意味するところについて今後の判断

が待たれる。 

 
（ｄ）WTO 勧告不履行の対抗措置 

補助金の廃止を求める WTO 勧告が履行されない場

合、協議要請した加盟国は適当な対抗措置（関税引

上げ等）をとることができる（補助金協定第 4 条 

10）。この「適当な」の意味について、同条は注にお

いて「この条に規定する補助金が禁止されていると

いう事実に照らして均衡を失する対抗措置を認める

ことを意味するものではない。」としている。 

この規定は、WTO 勧告不履行の際の対抗措置の程度

について「無効化又は侵害の程度と同等のものとす

る。」と規定する DSU 第 22 条 4 の特則といえる。す

なわち、補助金以外の協定違反に関する紛争について

は、他の加盟国の協定違反により協議要請した国の利

益が「無効化又は侵害」されていることが WTO 勧告

を受けるための要件となっている（GATT 第 23 条。な

お、DSU 第 3条 8 によって協定違反の事実により協議

要請した国の利益の無効化・侵害は推定され、協議

要請を受けた国が反証する責任を負っている。）。これ

に対し、輸出補助金及び国内産品優先補助金につい

ては、協議要請された補助金がかかる性質を有する

という事実のみをもって廃止勧告がなされるのであ

って、協議要請した国に「無効化又は侵害」があったか

否かは問われない。したがって、対抗措置の程度を

画する「無効化又は侵害の程度」という概念は輸出

補助金及び国内産品優先補助金には存在せず、代わ

りに「適当な」程度の対抗措置が認められているも

のと考えられる。 

具体的には、「適当な対抗措置」として、政府によ

って供与された禁止補助金の総額が対抗措置の上限とし

て認められる例が多い。もっとも、WTO 勧告の履行を促

すためにはより高い程度の対抗措置が必要として、算定

した額に 20％を上乗せした金額を対抗措置として認めた

例もある（カナダ－航空機輸出信用プログラム（DS222）

仲裁決定パラ 3.121）。このように、禁止補助金の廃止勧

告不履行に対する対抗措置の上限については、仲裁人が

「適当」と考える金額であり、その判断には仲裁人の裁

量が事実上認められるとも評価することができる。した

がって、その上限は予測できない点も多く、補助金協定

以外の協定違反に対する対抗措置に比べて高額になるこ

ともあり得る点に注意が必要である。 

 
③特定性のある補助金 

輸出補助金及び国内産品優先補助金にあたらない補

助金であっても、「特定性」のある補助金については他

国に悪影響を及ぼした場合 WTO から当該補助金の廃止も

しくは悪影響の除去を勧告されることになる。ここでは

「特定性」とはいかなる概念か、そして「悪影響」とは

いかなる場合を指すかが問題となってくる。 

 
（ａ）特定性 

補助金協定第 2 条 1 は特定性の有無を判断するための

「原則」について定めているが、その内容は以下のよう

なものである。 

（a） 補助金の交付対象が明示的に特定の企業・産業に

限定されている場合 特定性あり 

（b） 補助金の交付対象やその額が客観的な基準・条件

によって定められている場合 特定性なし 

（c）（a）及び（b）によれば特定性がないと考えられ

るが、事実上、補助金が特定の企業・産業に利用

されていると判断できる場合 特定性あり 

上記のような「原則」について、上級委員会は、（a）及び

（b）はともに補助金の受給資格に関する規定であり、

特定性の有無に関して同時に両規定の要素を検討すべき

だとしている（米国-中国製品に対する AD・相殺関税措

置（DS379）上級委報告書パラ 368）。受給資格に関する

規定であるとの観点から（a）及び（b）を見ると、あら

ゆる産業が受給し得る補助金は特定性がなく、特定の産

業のみが受給する補助金（すなわち、一定の企業・産業

は補助金を受給する資格がない補助金）は特定性がある

ということができる。すなわち、補助金の交付要件とし

て一定の基準や条件（例えば、売上高・収益状況・雇用

人数など）を定めている補助金は、当該基準・条件を満
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たせばいかなる業種であっても補助金の交付を受け

る可能性があるが、補助金の交付条件において特定

の企業・産業のみに申請を認める補助金は、特定の

企業・産業ではないという事実のみをもって補助金

の交付先から当然に排斥される企業・産業が存在す

ることになる。前者の補助金は特定性がなく、後者

については特定性があると判断されることになる。 

もっとも、あらゆる企業・産業が受給し得る補助

金についても、その実態としては特定の企業・産業

しか補助金を受給できない（あるいは受給していな

い）ものもあり得る。そのような場合にも「特定性

あり」と定めているのが（c）である。例えば、売上

高・収益状況・雇用人数など客観的な基準・条件であ

っても、それを満たす企業が 1 社しかなく、現にその 

1 社しか補助金を受給していない場合などは、事実上、

受給資格を当該企業のみに特定していることと変わり

がなく、特定性ありと判断されるであろう。 

なお、輸出補助金及び国内産品優先補助金は、い

ずれも特定性のある補助金とみなされる（補助金協

定第2 条 3）。したがって、上記のような特定性につい

て検討するまでもなく、禁止補助金については「特定

性のある補助金」として扱われることとなり、後述の

とおり、相殺関税の対象となる。 

 
（ｂ）悪影響 

補助金協定第 5 条は、「悪影響」として、①国内産

業に対する損害、②GATT に基づいて与えられた利

益（特に関税譲許の利益）の無効化・侵害、③「著

しい害」の 3 つの類型を定めている。 

①国内産業に対する損害については、アンチ・ダ

ンピング税及び相殺関税の要件にもなっている概念

であり、補助金協定第 15 条においてその損害の認定

について詳細な規定が設けられている。なお、本件

規定に基づく救済（WTO 勧告に基づく対抗措置の発

動）は、国内産業の損害防止という点で相殺関税と

同一の機能を有するため、加盟国は WTO 勧告に基づ

く対抗措置の発動と相殺関税の発動をともに実施する

ことはできないこととされている（補助金協定第 10 条

に対する注）。 

②GATT に基づいて与えられた利益（特に関税譲許

の利益）の無効化・侵害については、GATT 第 23 条 1 

と同一の意味で用いるものと規定されている。この

点、 GATT 時代のパネル判断ではあるが、かかる要件

を満たすためには、a）当該補助金について関税交渉中

には合理的に予期できず、かつ、b）当該補助金によって

輸入産品の競争上の地位を低下させるものであることが

必要との判断が示されている（EC–缶詰パラ 55）。もっと

も、b）の要件を満たす場合には、後述のとおり輸入代替

が生じている（あるいは生じるおそれがある）として

「著しい害」があった（あるいは、そのおそれがある）

と立証することが可能であると思われるので、関税譲許

の利益の無効化・侵害を殊更に主張する必要性は乏しい

ものと思われる。現に、かかる主張がなされたケースは

ほとんど存在しない。 

③「著しい害」については、GATT 第 16 条 1 に規定さ

れているものであるが、その意味するところは明確では

なかったため、東京ラウンドにおける「補助金コード」

によって例示された。補助金協定は、「補助金コード」

の例示をさらに拡充している。すなわち、補助金協定第 

6 条 3 は、補助金の効果が（a）補助金供与国内での輸入代

替・輸出妨害、（b）第三国市場における輸入代替・輸出

妨害、（c）補助産品の価格を同一市場における同種の産

品の価格よりも著しく下回らせるもの、価格の上昇を著

しく妨げ、価格を著しく押し下げ若しくは販売を著しく

減少させるもの、又は（d） 特定の一次産品について補

助金供与国の市場占拠率を補助金の交付期間を通じて一

貫して増加させるものである場合には、「著しい害」が

生じることがあると定めている。これらの現象が生じて

いても相殺関税では対応できない。したがって、協議要

請した加盟国の国内市場以外の市場がビジネスにおいて

大きな価値を有する産品について協議要請・パネル設置

要請される傾向にある。現に、かかる傾向を有する綿

花・民間大型航空機といった産品について「著しい害」

の有無が争われた。 

補助金が「著しい害」を生じさせたというためには、補

助金の効果と「著しい害」との間には因果関係が必要で

ある。ここで必要とされる因果関係について、上級委員

会は、「あれなければこれなし」といった条件関係では

足りず、「真正かつ実質的な関係性」が必要であるとし

ている（米国－高地産綿花補助金（DS267） 上級委パラ 

438）。したがって、原因と効果との関係が希薄な場合に

は、仮に補助金が結果をもたらした一因であったとして

も、補助金協定において、補助金が「著しい害」を生じ

させたと認めることはできない。 

また、後述する相殺関税については、補助金による利

益の額が相殺関税額の上限としての機能を有しているた

め、利益額を正確に算定しなければならないが、上級委

員会は、補助金と「著しい害」の因果関係を判断する際
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には、補助金の利益の額を正確に算定する必要はな

いとしている（米国－高地産綿花補助金（DS267）上級

委パラ 465）。その上で、このような因果関係を判断

する際には、補助金の性質を考慮することが重要で

あるとの判断がパネルによって示されている。この

ような判断からすると、因果関係の判断には定性的

な判断が重要であるとのパネル及び上級委員会の判

断傾向を見ることができるであろう。 

現行協定発効以降、パネル及び上級委員会で補助

金が「著しい害」を与えたと判断された補助金は以

下のようなものである。 

・国内産品を一定割合使用した場合等に限って認め

られる国内税の免除（インドネシア－自動車パネ

ル報告書、なお、かかる補助金は国内産品優先補

助金にあたるが、補助金協定第 27 条 3 により当

時インドネシアは補助金協定第 3 条 1（b）の適用を

受けなかったという事情がある。） 

→インドネシア国内市場において、補助産品の価格

を同種の産品よりも著しく下回らせたと認定。 

・市場価格に連動して補助金額が変動する補助金

（米国－高地産綿花補助金（DS267）上級委） 

→世界市場において同種の産品の価格を著しく押し

下げたと認定。 

・新型民間航空機製造のための低利融資であって、完

成した新型機の売上げが目標に達しない場合には

返済義務を免除される補助金（いわゆる「ローン

チ・エイド」。EC–大型航空機（DS316）上級委報告

書） 

→EC 域内市場における輸入代替、第三国市場における

輸入代替、同種の産品の販売の著しい減少をもたら

したと認定。 

・新型民間航空機開発のための米国政府からの資金 

・施設等の提供及び航空機の売上げに連動した減税

措置（米国－大型航空機（DS353）） 

→第三国市場における輸入代替、同種の産品の販売の

著しい減少、価格上昇の妨げをもたらしたと認定。 

このように、今まで「著しい害」を生じさせたと判

断された補助金は、いずれも産品の価格を直接引き下

げることを目的とするものであるといえる。すなわち、

これらの補助金は、補助金という「下駄」を履かせる

ことで市場における競争力を維持・強化しようとする

ものである。したがって、これらの補助金は、「下駄」が

外れると同時に当該産品の競争力は失われることにな

る。各国の供与する補助金の多寡によって産品の国際

競争力が決せられる事態を避けようとする補助金協定の

精神に照らせば、上記のような性質を有する補助金の供

与が制限されることはやむを得ないともいえよう。他方、

市場の失敗を是正するために必要な補助金（例えば、環

境保護目的の補助金や産業構造調整のための補助金など）

については、補助金という「下駄」を履かせることで市

場における競争力を維持・強化を図るものではなく、む

しろあるべき国際競争を促進させる性質を有するもので

あって、産品の価格を直接引き下げることを目的とする

補助金と同列に論じられるべきではなかろう。 

 
（補論）「著しい害」の推定規定 

補助金協定第 6 条 1 は、補助金が一定の定量的又は定

性的な要件を満たした場合、「著しい害」が推定されるこ

ととし、補助金を供与している国が補助金協定第 6 条 3 

に定める「著しい害」が生じる場合のいかなるものももた

らさなかったことを証明しない限り、補助金による「著

しい害」が存在することとされていた（補助金協定第 6 

条 2）。 

しかしながら、補助金協定第6条１の規定は協定発効後 

5 年を経過して失効したため（補助金協定第 31 条）、現在、

パネル設置要請を行った国はいかなる場合においても補

助金協定第 6 条 3 に定める「著しい害」が生じる場合に

あたることを自ら立証しなければならない。 

 
（ｃ）悪影響をもたらす特定性のある補助金の効果 

悪影響をもたらした特定性のある補助金は、補助金に

よる悪影響を除去するための適当な措置を講ずるか、あ

るいは廃止されなければならない（補助金協定第 7 条 

8）。WTO 加盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を交付・

維持していると考えられる場合、紛争解決手続を利用す

ることができる。審理の結果、パネルないし上級委員会

が当該補助金は特定性を有しており、かつ協議要請を行

った加盟国に悪影響をもたらしたと判断した場合、加盟

国に対して6 か月以内に補助金による悪影響を除去する

ための適当な措置を講ずるか、当該補助金を廃止するよ

うに勧告する。 

補助金の「廃止」か「悪影響を除去するための適当な

措置」かのいずれを選択するかは補助金維持・交付国の

裁量に委ねられる旨、最近の先例は一致する。しかし、

「廃止」「悪影響を除去」とは具体的にいかなる措置を

指すのかについてはいまだ明白ではない。エアバス事件

（DS316）第二履行確認パネル報告書（2019 年 12 月 2 

日公表）（後記「２．主要ケース」（４）②。）は、ロー



323 

第 II 部 WTO 協定と主要ケース 
 
 

 

    

ン形式の補助金の「撤廃」は、利息等の契約条件を市場

ベンチマークに合わせ、補助金に該当しないよう将来に

向かって契約条件を修正・更改すれば足りるとの解釈を

示したが、結論として補助金の「廃止」を認めなかった

（EU が同月上訴したため未採択）。そもそも、補助金協

定第 7 条 8 に基づく履行が適切に完了したと判断した

先例はまだ存在しない。この点についても、事例による

明確化が待たれるところである。 

 
（ｄ）WTO 勧告不履行の対抗措置 

WTO 勧告が履行されない場合、協議要請した加盟国

は、存在すると決定された悪影響の程度及び性格に応

じた対抗措置（関税引上げ等）をとることができる

（補助金協定第 7 条 9）。 

この規定が WTO 勧告不履行の際の対抗措置の程度に

ついて「無効化又は侵害の程度と同等のものとする。」と

規定する DSU 第 22 条 4 とどのように異なるのかは明

らかでない。 

現在のところ、悪影響をもたらす特定性のある補

助金に関する WTO 勧告の不履行に基づく対抗措置につ

いて判断が示されたのは米国－綿花事件の仲裁判断並

びにエアバス及びボーイング事件の仲裁判断のみであ

る。米国－綿花事件の仲裁人は協議要請国（ブラジル）

が受けた悪影響（具体的には、実際に販売された綿

花に関する売上が低下したこと及び本来であれば販

売できたはずの綿花が販売できなかったこと）を対

抗措置額の算定根拠とし、補助金がなかった場合と

実際の状況を比較して算定された額を「悪影響の程

度及び性格に応じた」対抗措置額とした。エアバス

事件の仲裁人も、協議要請国（米国）が受けた悪影

響（第三国市場における輸入代替、同種の産品の販

売の著しい減少等）の金額を積算して対抗措置額の

上限とした。 

このように協議要請を行った加盟国が受けた損

害について、現実と「WTO 協定違反なかりし場合」

との差額を対抗措置額とするという考え方は、「無効

化又は侵害の程度と同等のものとする。」と規定する 

DSU 第 22 条 4 と違いがないように思われる。悪影響

をもたらす特定性のある補助金に関する対抗措置の

算定がその他の WTO 協定違反に関する対抗措置と本質

的に差異があるのか否かについては、今後の事例の

集積により明らかになると思われる。 

 

④補助金相殺関税 

（ａ）概要 

補助金によっては、前述のとおり、補助金の利益によ

って産品の価格を押し下げ、補助金を供与していない輸

入国の産品に対して競争上優位に立ち、輸入国の国内産

業に損害を与えることがある。そこで、GATT 第6 条は補

助金から国内産業を保護するための特殊関税である「相

殺関税」の賦課を認め、補助金協定は相殺関税賦課のた

めの内容や手続について詳細に定めている。 

 
（ｂ）対象となる補助金 

相殺関税の対象となる補助金は「特定性のある補助金」

である。「特定性」及び「補助金」の定義については前述

のとおりである。輸出補助金及び国内産品優先補助金は

いずれも特定性があるものとみなされるので（補助金協

定第 2 条 3）、これらの補助金も相殺関税の対象となる。

他方、特定性のない補助金に対して、仮に輸入国の国内

産業に損害を与えていても相殺関税を発動することはで

きない。 

なお、特定性のある補助金であっても相殺関税の発動

が制限される場合がある点に注意が必要である。 

第一に、輸出補助金に対する相殺関税と AD 税が同一の

事態を補償する場合には、相殺関税と AD 税を併課するこ

とはできない（GATT 第 6 条 5）。輸出補助金は、輸出販

売を国内販売よりも有利に取り扱うという性質上、輸出

価格を国内販売価格よりも低くする事態を生じさせる。

このような事態が生じる場合、同時に「輸出価格が国内

販売価格よりも安い場合」という AD 税を賦課するための

要件をも満たすことになる。このように輸出補助金によ

って AD 税の賦課要件を満たしている場合、相殺関税と 

AD 税を併課すれば、同一の事態に不必要な「二重の救済」

を与えることになり適当ではない。したがって、このよ

うな場合においては AD 税又は相殺関税のいずれかを発動

すれば十分であり、併課が禁止されている。他方、別個

の事由を理由とした相殺関税と AD 税の同時賦課は禁止さ

れるものではない。 

第二に、国内産業に対する損害を理由とした WTO 勧告

に関して対抗措置を発動した場合、同一の補助金につい

て相殺関税を発動することはできない（補助金協定第 

10 条に対する注）。これは、相殺関税も国内産業に対す

る損害を保護するための制度である以上、同一の目的の

ために複数の救済手段を同時に実行する必要はないから

である。他方、補助金供与国又は第三国市場における輸

入代替、価格押下げ等を理由とする WTO 勧告の場合は、

同一の補助金について相殺関税を発動することを妨げら
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れない。 

 

（ｃ）国内産業の損害及び因果関係 

これらについては、補助金協定第 15 条及び 16 条

に詳細に規定されており、その内容は AD 協定の規律

とほぼ同様である（第 6 章アンチ・ダンピング措置

参照）。 

 
（ｄ）効果 

特定性のある補助金によって国内産業に損害が

生じていると認められる場合、輸入国は当該産品に

対して補助金の額を限度に相殺関税を課すことが

できる（補助金協定第 19 条 4）。補助金の額とは、問

題となっている資金的貢献と市場において同様の資金

的貢献を受けた場合の差額（すなわち、資金的貢献に

よって生じる利益の額）のことである（補助金協定第 

14 条）。相殺関税が補助金の利益が上乗せされて低価

で輸入される産品によって国内産品が競争上劣位に

なることを防ぐことが目的であることに照らせば、

補助金の利益の額だけ関税を賦課することによって

輸入品と国内産品との競争条件を揃えることができ

るため、この額が相殺関税の上限とされているので

ある。 

なお、毎年一定額の補助金が繰り返し供与される

場合であれば、相殺関税はこれに応じて補助金額を

上限に毎年賦課することができるが、出資、貸付等の 

1 度きりの補助金によって設備投資等を行った場合、

どのように「補助金の利益」を算定して相殺関税を

賦課するかが問題となる。補助金協定において明文

規定は存在しないが、補助金の利益が複数年にわた

ってどのように使用されて産品に「上乗せ」されて

いるかについて輸入国の調査当局が合理的な範囲内

で認定することが許されていると考えるべきである。

この点、上級委員会は、出資及び債務免除の補助金の

利益が 5 年にわたって配分されると調査当局が認定し

た場合、6 年目以降は相殺関税を賦課することはでき

ないと判示している（日本－韓国産 DRAM への相殺関

税措置（DS336）上級委パラ 214）。 

 

（補論）「グリーン補助金」について 

補助金協定第 8 条及び 9 条は、一定の研究開発、地

域開発援助及び環境保護目的の補助金については、補

 
1 WTO, G/L/1414,G/SCM/159, 26 October 2021 

助金協定第 2 条によって特定性の認められる補助金であっ

ても、WTO 協議要請の対象にも相殺関税の対象にもしない

ものと定めていた。 

しかしながら、これらの規定は協定発効後 5 年を経過

して失効したため（補助金協定第 31 条）、現在は、これ

らの補助金についてもWTO 協議要請の対象となり、また、

相殺関税の対象にもなっている。 

 

（３）開発途上国に関する特別規定 

 
①輸出補助金に関する特別規定 

補助金協定第3 条 1(a)は輸出補助金を禁止しているが、

補助金協定第 27 条 2(a)に基づき、補助金協定附属書

Ⅶ(b)に列挙される加盟国については、ドーハ実施閣僚宣

言パラグラフ 10.1 で補助金協定附属書Ⅶ(b)の実施要件

が定められたことにより同リストから外れた加盟国もあ

るが、2021年末現在、10 か国が適用除外となっている

（図表Ⅱ‐7-1 参照）。 

補助金協定第 27 条 2(b)による輸出補助金の適用除外

措置は 2015 年末に期限を迎え、当該適用除外を認めら

れていた加盟国は 2 年間の最終移行期間を経て2015 年

末までに全ての輸出補助金を廃止することとなってお

り、補助金委員会において通報審査が行われている1。従

前の経緯については、2017 年版不公正貿易報告書 333 頁

参照。 

＜図表 II-7-1＞補助金協定附属書Ⅶ(b)により輸出補

助金が認められる国々（10 か国） 

コンゴ、コートジボワール、ガーナ、ホンジ

ュラス、ケニア、ニカラグア、ナイジェリ

ア、パキスタン、セネガル、ジンバブエ

（G/SCM/110/Add.18） 

 
②「特定性のある補助金」に関する WTO 協議要請に関す

る特別規定 

補助金協定第 27 条 9 は、原則として、開発途上国を相

手に「特定性のある補助金」に関する WTO 協議要請をす

ることができない旨規定している。もっとも、GATT に基

づいて与えられた利益（特に関税譲許の利益）の無効

化・侵害の結果、補助金を供与している開発途上国内に

おいて輸入代替・輸出妨害が認められる場合及び輸入国

の国内産業に損害が認められる場合に限ってはWTO 協議

要請をすることができると定められている。 
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（４）相殺関税措置 
 

補助金相殺関税について我が国で調査が開始

された事例は、WTO 発足以前のものを含め 2 件2の

みであり、関税の賦課に至ったものは 1 件のみで

ある（図表Ⅱ‐7－2 参照）。 

なお、近年我が国が他国から調査を受けた事例

はないが、世界では相殺関税はしばしば利用されて

おり、過去の発動件数と比較して、引き続き高いレ

ベルで推移している（図表Ⅱ‐7－3 参照）。 

 

 
2 我が国は、パキスタンからの綿糸に対して 1983 年 4 月に調査を開始したが、1984 年 2 月にパキスタンが当該補助金制度を廃止したため、相

殺関税を賦課しないこととして調査を終了した。なお、ブラジル産フェロシリコンに対しても 1984 年 3 月に相殺関税賦課の申請がなされたが、同年 6

月に申請が取り下げられたため、調査は開始されなかった。 
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＜図表 II-7-2＞WTO 発足以降の主要国の相殺関税調査開始件数（2021年6月30日現在） 

 

出典：WTO ウェブサイト（Countervailing initiations: by reporting member 01/01/1995 - 30/6/2021） 

 

＜図表 II-7-3＞WTO 発足以降の主要国の相殺関税賦課件数（2021年6月30日現在） 

 

出典：WTO ウェブサイト（Countervailing measures : by reporting member 01/01/1995 - 30/6/2021） 

 

（５）経済的視点及び意義 
 

補助金の経済的効果は、国内産業への影響と貿

易への影響についてそれぞれあるところ、競争条

件にどのような影響があるかについて詳細は、2017 

年版不公正貿易報告書 336 頁参照。 

 

（６）ドーハ・ラウンドにおける交渉 
 

①交渉の経緯と主要国の立場 

2016 年版不公正貿易報告書 382-383 頁参照。 

 

②補助金・相殺措置規律一般 

一般補助金については、これまでのパネル・上

級委員会の判断を踏まえた関連条文の改正や過去

に失効した条文の復活といった提案がなされてき

た。 

米国は、「禁止補助金の拡大」に関し、2006 年 2 

月、財政状況が悪化した企業に対する出融資や、産

業の再編、合理化を妨げる補助金、更には既に失効

している補助金協定第 6 条 1 対象の補助金を新たな禁

止補助金の有力候補とする旨の提案を行い、2007 年 6 

月には、2006 年 2 月の提案を踏まえた協定条文の改正

提案を提出した。また、2006 年 5 月には補助金利益の

配分方法に関する提案を提出した。 

EU は、2006 年 5 月に、国内向け販売価格と輸出価

格の二重価格制度や、コスト割れ融資等を禁止補助金

に追加することを提案した。 

カナダは、2006 年 5 月に「著しい害」について補助

金協定第 6 条 1（1999 年末で失効）の復活と規律の改

善等を提案し、同月にはブラジルも同じく「著しい害」

に関する提案を行った。カナダは、「特定性」について

も、様々な要素を総合判断すべきとの提案を 2006 年 5 

月に提出したほか、「補助金利益の移転」について、

2004 年 6 月から 2 回にわたり提案した。 

豪州は、2005 年 4 月から 4 回にわたり、WTO 違反が

確定した補助金の撤廃に関する規律を明確化する提

案を行っており、「事実上の輸出補助金」の規律の明

確化についても 2004 年 10 月から 4 回にわたり提案し

てきた（2005 年 11 月にブラジルも提案）。その他、輸
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出信用（ブラジル）や相殺関税規律の 明確化（カ

ナダ、EU、台湾、インド）等の条文提案が提出され、

議論が行われてきた。 

なお、開発途上国は、開発目的のための「特別かつ

異なる待遇」（S&D：Special and Differential 

Treatment）を要求しており、2006 年 5 月にインド、

エジプト、ケニア、パキスタンが、輸出補助金の例外

措置の判断基準に関する提案を提出した。 

その後、2009 年 12 月に中国が相殺関税調査手続に

関し、①調査開始後に新たに発見された補助金の扱

い、②調査開始前の協議手続の拡充の 2 提案を提出

した。その後、中国は、2010 年 10 月に相殺関税調

査手続のファクツ・アベイラブルに関する提案を行

い、インドも 2010 年 4 月に同様の論点に係る提案

を提出した。 

2015 年 6 月には、EU が通報義務に関する透明

性強化の提案を行うとともに、同年 10 月にロシア

も相殺関税調査手続に関する重要事実開示・秘密情

報の取扱い等の手続の透明性向上に関する提案を

行った。 

また、開発途上国は、改めて「特別かつ異なる待

遇」（S&D）を要求し、地域発展や技術開発等の補助

金を DS の対象外とする提案及び開発途上国の補助

金を国内産品優先使用補助金の対象から除外する

提案などを行った。 

我が国は、提案ペーパーは提出していないものの、

AD の規律強化と同様に、補助金・相殺措置に関する規

律強化、明確化には賛成の立場で交渉に臨んでいる。 

 
③漁業補助金 

漁業補助金については、これまで、2001 年のドー

ハ閣僚宣言や 2005 年の香港閣僚宣言に基づき、過

剰漁獲の防止等を目的として漁業補助金の規律の

策定について議論が進められたが、過剰漁獲・過剰

漁獲能力につながる補助金に限定した禁止を主張

する意見と一部の例外を除き補助金の原則禁止を

主張する意見が対立し、各国の立場は収束しなかっ

た。 

2015 年、国連において持続可能な開発目標

（SDGs）が採択され、2020 年までに過剰漁獲能力や

過剰漁獲につながる特定の漁業補助金を禁止し、

IUU（違法・無報告・無規制）漁業につながる漁業補

助金を撤廃し、同様の新たな補助金の導入を抑制す

る旨が目標の一つとして記載された。これを受け、

2016 年秋以降議論が活発化した。第 11 回 WTO 閣僚会

議(2017 年)では、第 12 回閣僚会議に向けて交渉に建設

的に取り組むこと等が決定されたが、SDGsの期限である

2020 年内の合意には至らず、現在も議論が継続してい

る。我が国は、適切な資源管理下にある資源への補助金

は認められるべきであり、禁止される補助金は、真に過

剰漁獲能力・過剰漁獲につながるものに限定すべきと

の立場で交渉に臨んでいる。 

 

 

（７）補助金規律強化に向けた国際的な

動き（G7/G20、鉄鋼グローバル・

フォーラム、GAMS等） 

2016 年の G7 及び G20 において、過剰生産能力問題

がグローバルな課題であり協調した対応が必要である

こと、そして、政府や関連機関による補助金その他の

支援が市場を歪曲させ、過剰生産能力問題の原因とな

っていることへの問題意識が確認された。その後、

2019 年 6 月、2020 年 9 月及び2021年10月の G20貿易

大臣会合の閣僚声明において、産業補助金についての

国際的な規律を強化する必要性が確認されている。 

セクター別では、鉄鋼の過剰生産能力と補助金の問

題について、「鉄鋼の過剰生産能力に関するグローバ

ル・フォーラム（GFSEC）」でも議論されている（2019 

年 10 月の閣僚会合において中国及びサウジアラビア

が延長に賛同せず、その結果、2020 年以降は両国を除

く31か国・地域により取組が継続されている。）。また、

半導体における補助金の問題については、半導体政府

当局会合(GAMS（Government/Authorities Meeting on 

Semiconductors）)において議論されている。これらは

必ずしも拘束力のある規律を定めることを直接の目的

としている枠組みではないが、それがゆえに政府等に

よる支援措置の望ましいあり方について各国が率直に

議論し、共通理解を深める役割を担っている。 
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２．主要ケース 

 

（１）EU・韓国間の造船紛争 

（DS273、301） 
 

EU は、韓国政府が大宇重工業等、商用船を製造して

いる企業について債務免除、出資転換等の支援を行

っており、これが補助金協定に違反するとして

WTO に申立てを行い、2003 年 7 月 21 日にパネルが

設置され、2005 年 3 月 7 日にパネル報告（DS273） 

が配布された。パネルは、EU 側の禁止補助金に関す

る主張は認め、韓国にその廃止を勧告したが、EU 側

の「著しい害」についての主張は退け、同年 4 月 11 

日の DSB 会合にて採択された。 

他方、韓国も、EU の商用船製造業への補助金はWTO 

違反であるとして WTO に申立てを行い、2004 年 3 月

19 日にパネルが設置され（DS301）、2005 年 4 月 22 日

にパネル報告が配布された。我が国は、造船業に対

する国際競争への影響を懸念し、EU・韓国の双方の

パネルに第三国参加を行った。韓国は、EU の商用船

製造業への補助金は補助金協定第 32 条 1 及び GATT 

3 条 4、同 1 条 1 に反することに加えて、当該補助

金が、EU の暫定的防衛制度（ TDM ：Temporary 

Defensive Mechanism to shipbuilding）の下、韓

国の補助金措置により悪影響を被った EU の造船業

を支援するために交付されたものであることは、一

方的措置を禁止する WTO 紛争解決了解（DSU）23 条

にも違反すると主張した。パネルは、まず補助金協定

第 32 条 1、GATT 第 3 条 1、同 1 条 1 違反に関して

は、韓国の主張を認めず違反なしと判断した。他方、

DSU 第 23 条に関する申立てについては、TDM 規則

のデザインと構造は、紛争解決手続の開始から終了

までの期間に適用を限定するものであり、WTO 紛争

解決手続と同じ種類の是正を求めるものと解され、

また、韓国による当該補助金交付を変更するイン

センティブを創出する効果を TDM 規則が有すること

を理由に、パネルはTDM 規則を違反の是正を求める

措置と認定している。このように TDM のメカニズムは 

WTO 紛争解決と同じ種類の是正を求めるものであり、

DSU 第 23 条 1 に違反するとパネルは認定した。当該

パネル報告書に対して上訴はなく、2005 年 6 月 20 日、

DSB 会合にて採択された。なお、TDM 規則は 2005 年

3 月 31 日に有効期間が終了している。 

 

（２）米国と EU の民間航空機補助金に

関 す る 紛 争 （ DS316 ・ 347 、

DS317・353・487） 
 

この紛争は、民間航空機産業の二強である米ボー

イング社と欧州エアバス社間の世界市場での競争を

背景としたもので、WTO協定の補助金規律との関連

をめぐって、長期にわたり米欧間でWTO紛争解決手

続において争われた。米欧間での対立が完全になく

なったわけではないが、2021年6月の米欧合意によ

り、相互に対抗措置の発動を停止し、WTO枠外での

定期的な対話の機会を設けることで、いったん紛争

は沈静化した形となっている。 

なお、以下一連のパネル報告書・上級委報告書・

仲裁裁定により、補助金規律に関する重要な判示が

示されているが、それらの主要な法的論点について

は「 2020 年版不公正貿易報告書第Ⅱ部第 7 章の

コラム「エアバス・ボーイング紛争と補助金規律」

にまとめたので、そちらも参照されたい。 

 
①2000年代初頭の状況 

かつて民間航空機市場はほぼ米ボーイング社の独

占状態であったところ、1980 年代後半より、欧州エ

アバス社は EU 各国政府（英・仏・独・西）の補助金

を活用し民間航空機市場のシェアを大幅に拡大した。

これに対し米国は EU の航空産業助成制度は GATT 補

助金協定違反であるとして、1991 年 5 月に当時の EEC 

に対して（旧）補助金協定に基づいて協議要請した。

1992 年 7 月、米・EU は、国の直接助成は総開発コス

トの 33％を上限とするなどを盛り込んだ民間航空機

協定に合意し（いわゆる「エアバス合意」）、米国は同

要請を取り下げた。 

しかし、2003 年に入り、エアバス社の納入機数がボ

ーイング社を大幅に上回ったことを受けて、米国はEU 

各国政府によるいわゆる「ローンチ・エイド」（新規事

業立ち上げ支援）等はエアバス合意及び WTO 補助金協

定違反であると主張。2004 年 10 月 6 日、米国は EU に

対してWTO 紛争解決手続に基づく二国間協議を要請す

るともに（DS316）、EU の助成制度は 92 年のエアバス
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合意に違反しているとして同協定の即時破棄を通

告した。同時に、EU も米国に対し米国の航空機助成

がWTO 補助金協定違反であるとして協議要請を行う

とともに（DS317）、米国によるエアバス合意の一方的

な破棄は認めない旨主張した。 

米・EU は 2005 年 1 月に WTO の紛争手続をいった

ん停止し、エアバス合意に替わる新協定の締結に向

け交渉を開始したが、同交渉は不調に終わり、同年6 

月 13 日に開催された DSB 特別会合において、両

者はパネル設置の承認を要請。翌 7 月 20 日の DSB 

定例会合において米・EU 双方のパネルが設置され、

我が国のほか、豪州、ブラジル、カナダ、中国、韓

国の 6 か国が双方のパネルに第三国参加した。 

 
②エアバス事件（DS316、DS347） 

2011 年 5 月 18 日、DS316 の上級委員会報告書が

発出された。上級委員会は、EU 各国政府がエアバス

に供与した「ローンチ・エイド」と呼ばれる機体の

売上によっては返済が免除される低利融資は輸出

補助金に該当するとのパネルの判断を覆し、かかる

補助金に輸出条件性はないと判断する一方、米国に

「著しい害」を生じさせたと認定した。この中で、

上級委員会は、提訴国は相手国の補助金の利益が悪

影響を生じさせた時点においても存在することを 

立証する必要はないと判断し、悪影響が生じた時点 

において補助金の利益は消滅していたとの EU の主

張を退けた。これを受け、2011 年 12 月 1 日、EU は

DSB 勧告を履行したとの通報を行ったが、米国はこ

れに同意せず、同月 9 日、EU に対して履行確認パネ 

ルに先立つ二国間協議を申し込むとともに、対抗措 

置の申請を行った。2012 年 1 月 12 日、米 EU 間で、

対抗措置額を決める仲裁手続よりも履行確認手続 

を先行させる旨の合意（いわゆるシークエンス合意） 

が成立した。 

2012 年 3 月 30 日に米国が履行確認パネルの設置

を要請して同年 4 月 17 日にパネルが設置され、2013 

年 4 月にパネル会合が行われた。2016 年 9 月、履行

確認パネルは報告書を発出した。報告書では、米国の

申し立てた EU 補助金の輸出補助金、ローカルコン

テント補助金該当性は否定。米国の申し立てのとお

り、イエロー補助金について各補助金の「害の除去」

又は「補助金の撤回」（補助金協定第 7 条 8） があ

ったとは言えず、EU は勧告を履行していないと認定。

2016 年 10 月、EU が上訴、米国も附帯上訴を行い、

2017 年 5 月及び 9 月に上級委会合が行われた。 

2018 年 5 月 15 日に発出された履行確認上級委報告

書は、パネルが EU の不履行を認定した補助金の一部

について、履行期間満了時すでに「不存在」であった

から補助金協定第 7 条 8 上何らの義務も生じない、と

してパネルの判断の一部を覆した。 

これに対し、EU は再び履行に関し当事国間で意見の

相違があるとして同年 5 月 29 日、再度二国間協議を

要請し、これに基づいて 8 月に二度目の履行確認パネ

ルが設置された。この二度目の履行確認手続に関して

は、米 EU 間でのシークエンス合意は締結されず、米

国が同年 7 月に再開を申し立てた対抗措置仲裁手続が

先行し、翌 2019 年 10 月に対抗措置上 

限を約 74 億ドルと算定する仲裁判断が公表・採択

され、同月米国による対 EU 産品への対抗措置が実際

に発動された。その後の 12 月 2 日に公表された第二

履行確認パネル報告書は、EU の主張を退け、EU の不

履行を確認したため、結果として米国による対抗措置

の継続を是認することとなった。 

 
③ボーイング事件（DS317、DS353） 

EU は、DS317 のパネル論点より広い論点を取り上げ

るため協議要請を行い、同年 2 月 17 日に追加パネル

（DS353）が設置された（DS317 の手続は停止）。 DS353 

については、2012 年 3 月 13 日に上級委員 会報告書

が発出された。上級委員会は、米国政府（NASA 及び

国防省）が供与した研究開発補助金等について、EU に

「著しい害」が生じていると認定したパネルの判断を支

持した。これを受け、2012 年 9 月 23 日に、米国は DSB 

の勧告を履行したとの通報を行ったが、同年 10 月 11 日、

EU はこれには疑義があるとして米国に対して履行確

認パネルの設置を要請し、同月 30 日にパネルが設置さ

れた。なお、EU は、パネル設置要請に先立ち、2012 年 

9 月 27 日に対抗措置の申請を行ったが、米国とのシー

クエンス合意の結果、対抗措置仲裁のためのプロセス

は一時中断された。その後、2013 年 10 月にパネル会

合が開かれ、2017 年 6 月に報告書が発出され、同研究

開発補助金等による「著しい害」を除去すべきとの上級

委勧告を米国は適切に履行しなかったと認定した。同 

6 月、EU は損害認定等一部判断に不服があるとして上

訴、米国も附帯上訴を行った。 

2019 年 3 月に公表された履行確認上級委報告書は、
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一種類の輸出補助金及びイエロー補助金を認定し、

措置の是正を勧告した。これに基づき同年6 月にEU 

が対抗措置仲裁プロセスの再開を申請した。2020 

年 10 月に対抗措置上限を約 40 億ドルと算定する

仲裁判断が公表・採択され、同年 11 月にはEU に

よる対米産品への対抗措置が実際に発動されてい

る。 

 

④ボーイング事件Ⅱ（DS487） 

EU は、2014 年 12 月、ワシントン州による航空宇

宙企業向け税制優遇等について、新たな協議要請を

行い、2015 年 4 月にパネルが設置された（DS487）。

2016 年 11 月にパネル報告書が配布され、同州優遇税

制が航空機の最終組立て拠点等をワシントン州内

に置くことを要求する点が、事実上、国産品を優遇

するローカルコンテント補助金に該当し、違法であ

るとした。2016 年 12 月、米国は上訴した。 

2017 年 9 月に上級委報告書が発出された。上級委は、

同規定はあくまで組立て拠点を同州内に置くことだ

けを求めるもので、国産品の使用は条件ではない

（制度上は輸入部品の使用も可能）と認定し、パネ

ルの判断を覆した。これにより、米国の逆転勝訴が

確定した。 

 

⑤米欧合意（2021年6月） 

2021年3月、米欧両国は、対話による紛争解決のた

めとして相互に対抗措置の発動を4か月停止する旨発

表した。この間、両国間の対話の進展が見込まれて

いたところ、同年6月、米欧両国は、「大型民間航空

機に関する米欧共同の協力枠組み」を同時に発表。

そこでは、米欧は、それぞれの貿易担当大臣が主

導する大型民間航空機に関する作業部会を設置し、

両国間の紛争について定期的に（少なくとも年1回）

協議することされた。大型民間航空機の生産・開

発のための補助金については、「市場条件のもと」

「オープンで透明性のあるプロセスを通じて」交

付することは妨げられないとする。しかし、その

開発成果は「法律で認められた範囲内で広く利用

可能とする」一方、「相手側に悪影響を及ぼすよう

な方法で」の支援は行わない、と、補助金規律を

意識した合意がなされている。 

上記の履行を前提として、米欧双方によるお互

いに対する対抗措置は5年間停止されることとなっ

た。 

なお、上記米欧合意には、「それぞれの大型民間航

空機産業に損害を与える可能性のある第三国の非市

場的慣行を共同で分析し、対処する」との条項もあ

り、中国をはじめとする新興国の航空産業の成長に

対する懸念も示唆されている。 

 

（３）針葉樹製材紛争（DS236、257、 

264、277、533、534） 
 

＜米加針葉樹製材紛争の経緯＞ 

カナダの森林の多くは、州有林・連邦有林で占めら

れており、州がスタンページ制度（州有林・連邦有林

の伐採権を払い下げる制度）を運用することにより、

州内の製材業界へ針葉樹の原木が供給されている。 

米国の製材業界は、1980 年代以降、カナダの製材が、

スタンページ制度での低い立木価格の設定により、安

価で輸出され、米国で高い市場シェアを維持している

と問題視してきた。1986 年から 1991 年には両国間の 

MoU により、1996 年から 2001 年には「米加針葉樹製

材協定」により、輸出税の賦課等によって、一時的に

両国の紛争が解決されてきた。 

＜相殺関税と AD 関税の賦課開始＞ 

2001 年の「米加針葉樹製材協定」の失効後、2002 

年 5 月 2 日に、米国国際貿易委員会（USITC）は、カ

ナダ産針葉樹製材の輸入により、米国針葉樹製材業

界に損害がもたらされる恐れがあるとの最終決定を

行った。その後、米国政府は、2002 年 5 月 22 日から、

カナダ産針葉樹製材に対する相殺関税（一律適用 

18.79％）及び アンチ・ダンピング（AD 税）（企業ご

とに設定。平均 8.43％）の賦課を開始した。 

＜相殺関税に関するパネルの設置＞ 

カナダ政府は米国が賦課した相殺関税が WTO 協定に

抵触していると主張し、カナダ政府の要請によりWTO 

紛争解決了解に基づくパネルが、仮決定については 

2001 年 12 月 5 日に（DS236）、最終決定についていて

は 2002 年 10 月 1 日に（DS257）、それぞれ設置され

た。 

2002 年 9 月27 日に、仮決定についてのパネル

（DS236） は、①スタンページ制度は WTO 協定上の

補助金に該当するものの、②米国の調査は協定違反

であるとの 最終報告書を示し、11 月 1 日に DSB 会

合で採択された。 
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2003 年 8 月 29 日に、最終決定についてのパネ

ル（DS257）も仮決定パネル（DS236）と同様の判断

を含む報告書を示したが、10 月 21 日に、米国は

これを不服として上級委に上訴した。2004 年 1 月 

19 日に、上級委は、米国商務省の調査における補

助金の計算方法が協定違反とするパネルの判断は覆

したものの、補助金の転嫁分析を怠ったことは WTO 

協定違反であるとの報告書を示し、2 月 17 日に 

DSB 会合でこれらが採択された。米国商務省は、

DSB の勧告及び裁定に従う措置であるとして、12 

月 6 日に修正された相殺関税決定を発令し、また 

12 月 20 日には第1 回行政見直しの最終決定を発

令した。 

カナダ政府はこれらの措置を不服として、当該措

置と WTO 協定との整合性等を判断するためのパネ

ル設置を求めた結果、2005 年 1 月 14 日に、履行

パネルが設置された。8 月 1 日にパネル報告書、

12 月 5 日に上級委報告書が配布され、米国商務省

のこれらの措置は WTO 協定に違反している等とす

る裁定がなされた。 

＜AD税に関するパネルの設置＞ 

米国が行ったアンチ・ダンピング最終決定につい

ても、カナダ政府の要請により、2003 年 1 月8 日

にパネルが設置され（DS264）、2004 年 4 月 13 日

にパネル報告書、8 月 11 日に上級委の報告書が示

された。その結果、米国商務省のダンピング最終決

定はゼロイングを適用したものであってWTO 協定に

違反している等との裁定がなされた（8 月 31 日の

DSB 会合で採択）。これを受けて、米国商務省は、

2005 年 4 月 15 日に、アンチ・ダンピング最終決

定の修正決定を発令したが、カナダはこの修正決定

はなおWTO 協定に違反しており、紛争解決機関の勧

告及び裁定に従った措置ではないと主張して、履行

パネルの設置を要請し、2005 年 6 月 1 日に、履

行パネルが設置された。2006 年 4 月 3 日に、米

国の措置は WTO に整合的であり紛争解決手段の勧

告及び策定に従ったものである旨の履行パネル報告

書が出されたため、カナダは上級委員会に上訴した。

同年 8 月 15 日に上級委員会はパネルの結論を覆

し、米国の措置はWTO 協定違反であり勧告及び策定

に従っていないとする報告書を配布した。 

また、USITC の損害認定についても 2003 年 5 月 

7 日にパネルが設置され（DS277）、2004 年 3 月 22 

日にはUSITC による調査は WTO 協定違反である旨の

パネル報告書が示され、2004 年 4 月 26 日に、DSB 

会合にて採択された。これを受けて、USITC は、2004 

年 11 月 24 日に修正決定を発令したが、カナダはこ

の修正決定はなお WTO 協定に違反しており、DSB の

勧告に従った措置ではないと主張して、2005 年 2 月 

25 日に、履行パネルが設置された。 

同年 11 月 15 日に、履行パネルは USITC の修正

決定はWTO 協定には違反していないとするパネル報告

書を発出したため、カナダは上級委員会に上訴した。

2006 年 4 月 13 日に上級委員会は報告書を配布し、

USITC の修正決定はWTO 協定違反であると認定し、米

国の措置は DSB の勧告に従ったものであるというパ

ネルの結論を破棄する等の裁定を下した。 

＜「米加針葉樹製材協定」の合意＞ 

2006 年 9 月 12 日、両国間で、本件紛争を包括的に

解決する合意（「2006 年の米加針葉樹製材協定」：SLA） 

が締結され、同年 10 月 12 日に発効した。本合意には、

米国がアンチ・ダンピング税及び相殺関税を遡及的に

撤廃し、2002 年度以降の累積課税額約 50 億米ドルのう

ち、40 億米ドルをカナダに返還（残る 10 億米ドルは、

米国製材業界向けの資金等に充当）すること、また、

本合意の有効期間内に新たな調査を開始しないことが

含まれている。一方、カナダは、米国国内価格が一定

水準を下回った際に、輸出税の徴収若しくは輸出税

と数量制限の併用のうちいずれかの措置を採ること

となっている。具体的には、輸出税率は軟材（針葉

樹材）製品の月平均価格に連動して 0％から 15％の間

で段階的に設定される。また、米国内のカナダ産木材

市場シェアが低下した場合等には、カナダは、徴収し

た輸出税を輸出者に還付することになっている。 

＜協定の履行に関する紛争＞ 

米国は、2007 年 8 月に、カナダによる追加的輸

出管理措置発動の基準となる輸出量の決定にあたり、

カナダが米国における消費量の減少を考慮に入れて

いないことは合意に違反しているとして、救済を求

めてロンドン国際仲裁裁判所に提訴したが、2008 年 

3 月に、ロンドン国際仲裁裁判所は、米国の主張を

退けた。 

並行して米国は、2008 年 1 月に、ケベック州及びオ

ンタリオ州による減税や補助金交付が、カナダが合意

において行わない旨を約束した輸出管理措置の迂回

にあたるとして、ロンドン国際仲裁裁判所に提訴を行
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い、同裁判所は、2011 年 1 月に、カナダのSLA 違反

を認めた。カナダは、この仲裁に従い、同年 3 月か

ら、オンタリオ州及びケベック州からの輸出に対して

追加輸出税を賦課し始めた。 

米国は更に、2011 年 1 月に、カナダのブリティッ

シュ・コロンビア州内の公有地で伐採された木材の

コストがSLA で定められた基準を下回るとしてロン

ドン国際仲裁裁判所に提訴し、2012 年 7 月 18 日に、

国際仲裁裁判所は、ブリティッシュ・コロンビア州

内の公有地で伐採された木材のコストがSLA で定め

られた基準を下回るという米国の訴えを退けた。米

国はこの判決に不満を示しながらも、今後もカナダ

の動向を注視する旨を表明した。 

SLA の有効期間は 7 年間であったが、2012 年 1 月

に 2015 年まで 2 年間延長された後、2015年10月に

失効した。 

＜相殺関税と AD 税の再賦課＞ 

2017 年 4 月 24 日に、米国商務省はカナダ産針

葉樹材に対して、3.02～24.12％の相殺関税を適用

する仮決定の発表を行い、同年 4 月 28 日から米

国税関・国境警備局で預託金の徴収を始めた。仮

決定により、最高で 24.12％の相殺関税が課せら

れるとともに、カナダの 4 大企業を除く製材企業

に対しては 90 日間遡って適用された。また、同年 

6 月 26 日に、米国商務省は、カナダ産針葉樹材に

対して 4.59～7.72％のアンチ・ダンピング税を適

用する仮決定を発表した。 

同年 12 月 7 日に、米国国際貿易委員会は、米

国商務省が最終決定したカナダ産針葉樹材への相

殺課税及びアンチ・ダンピング税について、米国

国内産業への実質的な損害を認める最終認定を発

表した。2018 年 1 月 3 日に米国商務省等の命令

により、相殺課税及びアンチ・ダンピング税を合

算した 20.23％の税率導入が実施されることとな

った。なお、特定企業 5 社については、個別の税

率が設定された。 

2020 年 11 月 24 日に、米国商務省は、定期的

な見直しにより、相殺課税及びアンチ・ダンピン

グ税の税率を 8.99％に引き下げることを発表した。

なお、特定企業 4 社については、個別の税率が設

定された。 

＜紛争処理パネルの再設置＞ 

これに先立って、2018 年 4 月 9 日に、DSB は、

カナダ政府の要請に応じて、米国がカナダ産針葉樹

材輸入時に課している相殺関税及びアンチ・ダンピ

ング税について、紛争処理パネルの設置を決めた

（DS533、DS534）。2019 年 4 月 9 日に、アンチ・

ダンピング税に係るパネル（DS534）は、カナダの主

張を一部却下する旨の報告書を提出した。これに対

して、カナダは同年 6 月 4 日に上級委員会へ上訴

した。また、2020 年 8 月 24 日に、相殺関税に係

るパネル（DS533）は、米国が補助金協定に違反して

いる旨の報告書を提出した。これに対して、米国は

同年 9 月 28 日に上級委員会へ上訴した。 

 

（４）米国の綿花補助金に関する紛争 

（DS267） 

 
米国の綿花補助金については、ブラジルが紛争提起

し、パネル報告は 2004 年 9 月 8 日に、上級委員会報

告は 2005 年 3 月 3 日に発出され、同月 21 日にDSB 会

合において採択された。これを受けて米国下院は、補

助金協定違反とされた輸出信用保証制度等を廃止する 

2005 年財政赤字削減法案を 2006 年 2 月に承認した。し

かし、米国の履行は不十分と主張するブラジルの要請に

より、2006 年 9 月 28 日に履行パネルが設置された。

我が国は第三国参加をしており、2007 年 12 月 18 日、

履行パネル報告書が発出され、米国側が是正したと主

張する高地産綿花に対する国内支持制度は、依然として 

WTO 協定違反であるとの判断がなされた。その後、

2008 年 2 月 12 日に米国の要請により、履行パネルが設

置されたが、6 月2 日、上級委報告書は、依然として補助

金及び WTO 協定違反であると判断し、米国の敗訴が

確定した。2009 年 8 月に発出された仲裁報告書により、

ブラジルに年間 2 億 9,500 万ドル（ただし、最近のデ

ータにより算出するため額は毎年変更）の対抗措置

が認められた。 

これを受け、ブラジルは 2010 年 3 月に対抗措置の

対象製品リスト（化粧クリーム、プラスチック製家具

など最終消費財を中心に 102 品目）案を示し、4 月 7 

日に発動すると発表した。また、知的財産権の改正案

も発表した。措置は 21 にのぼり、米国特許や著作権

のブラジルでの登録に、特別税を課税するものであっ

た。 

これを受けた米国は執行を避けるべく協議を続け

た結果、2010 年 4 月 20 日、ブラジルと覚書を結んだ。
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覚書の内容には、（1）米国側の輸出信用保証プログ

ラムの一つ（GSM102）の若干の改正、（2）ブラジル

の綿花生産者への技術支援、（3）口蹄疫病により輸

入制限の対象となっていたブラジル・サンタカタ

リナ州産牛肉の輸入解禁、（4）米国の予算を使って

サブサハラアフリカ諸国、南米南部共同市場（メル

コスール）加盟国及び準加盟国（ブラジルのほか、

アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイ、チリ、

ボリビア、ベネズエラ）、ハイチ、その他両国が選

んだ途上国の綿花生産者に対する国際協力の共同

実施などが含まれる。これと引換えに、ブラジル

側は対抗措置の発動を 60 日間延期した。 

2010 年 6 月、両国は 2 フレームワークの合意に達

し、ブラジルは、米農業法改正が決議される 2012 年 9

月まで対抗措置を発動しないことを決定した。その

後、2008 年農業法は 2013 年 9 月 30 日まで 1 年延

長されたのち失効していたが、2014 年 2 月に改正農

業法が成立した。 

その後、ブラジルによって対抗措置が発動される

ことなく、2014 年 10 月、当事国間で、米国がブラ

ジルの綿花関連団体に対し、30 億ドルを贈与する旨

約束する覚書に合意し、紛争が終結した。 

 

（５）米国の輸出企業促進税制 
（ETI，旧 FSC）（DS108） 

 
米国は、国内で生産した物品を米国外で販売又は

リースを行う外国企業（外国販売会社（FSC：Foreign 

Sales Corporation））が得る収入のうち、一定以上

の米国産品を含む輸出収入の一定部分を所得税の

課税対象から控除するとともに、米国の親会社が

FSC から受け取る配当金についても所得税の対象か

ら控除していた。当該制度は、主に米国の親会社が

海外領等に設けた子会社を通じて輸出活動を行う

際に用いられていた。 

EU は、1997 年 11 月、当該輸出免税制度が補助金

協定第3 条で禁止されている輸出補助金及び国内産品

優先使用補助金に該当するとして、米国に対してWTO 

協定に基づく二国間協議を要請したが、問題の解決

に至らず、1998 年 9 月にパネルが設置された（我

が国は第三国として参加）。1999 年 10 月に、パネル

は、FSC 制度の下における税控除は本協定上の輸出

補助金に該当するとして当該制度を 2000 年 9 月ま

でに廃止することを勧告した（他方、国内産品優先使

用補助金については、認定を行わなかった）。2000 年 

2 月、上級委員会はパネルの判断を支持したため、米国

は 2000 年 11 月 1 日までに FSC 制度を撤廃することを

表明し、FSC 廃止及び改正法案の審議を議会で開始、

同年 11 月 17 日、FSC 廃止法案並びに改正法（ 域

外所得排除法、ETI ： Extraterritorial Income Exclusion 

Act of 2000）が大統領の署名を得て成立した。 

この ETI について、米国は、①商品（サービスを含

む）が米国内で生産されることを要件としていないこ

とによって、税額控除対象の拡大が図られたため、輸

出補助金に該当しない、②歳入法典を改正し、一定の条

件の下で生産された商品（サービスを含む）を米国外

で販売、リースすることによって得られた所得に係る

税額控除を歳入法典から除外することとしたので、

補助金協定上に定める補助金に該当し ない旨を主張し

た。これに対しEU は、ETI は、①未だ米国外での販売

を条件付けており輸出補助金に該当すること、②50％

以上の米国コンテントを要件としており国内産品優先

使用補助金に該当すること、更に③経過措置として 

2000 年 11 月以降も FSC を継続できるとしていること

は、2000 年 11 月 1 日までに廃止するとの決定に違反

することから引き続き補助金協定違反であると主張

し、DSU 第 21 条 5 に基づき ETI の WTO 整合性を判断

するパネル（第一回履行パネル）の設置を求めた。ま

た同時に、米国製品に対する対抗措置候補リストを

提出し対抗措置発 動に向けた準備を進めた。 

2001 年 8 月、第一回履行パネルは、EU 及び我が

国等の主張を全面的に認め、ETI は補助金協定及び農

業協定上禁止される輸出補助金に該当するとともに、

ローカルコンテント要求は GATT 第 3 条の内国民待遇

違反であると認定した。米国は、10 月、税額控除を受

けるための方法が輸出に限定されないことから、必

ずしも ETI と輸出は直接的な因果関係にあるのではな

いとして、ETI が輸出補助金にあたらないと反論、上

級委員会に上訴したものの、2002 年 1 月、上級委員

会はパネルの判断を支持し、ETI を協定違反とする判

断を下した。 

ETI を巡る最大の論点の 1 つに、補助金協定と外国

源泉所得に対する二重課税防止との関係を巡る問題

がある。米国は、ETI は外国源泉所得に対する二重課

税防止を目的とした制度であり、係る制度は補助金協

定附属書 I の注 3（Footnote 59）において 
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認められていることから、禁止補助金である輸出

補助金には該当しないと強く主張していた。これに

対し、EU 及び我が国等は、ETI は FSC を単に「化粧

直し」したものに過ぎず、輸出補助金であることは

明らかであること、また、ETI による税額控除の範

囲は選択的であり、二重課税防止を目的とした制度

であるとの米国の主張は受け入れ難いことなど、米

国の主張に反論した。 

本件の対抗措置の規模については、仲裁により、

2002 年 8 月、EU の主張である約 40 億ドルの金額が

認められた。 

ETI 廃止法案である「米国雇用創出法」は、2004 

年 10 月 22 日に大統領署名を得て成立した。これを受

けて EU は、同法が施行される 2005 年 1 月 1 日に対

抗措置（2004 年 3 月 1 日発動）を一時的に解除する

一方、同法に関する履行パネル（第二回履行パネル）

の設置を要請し、同パネルは 2005 年 2 月 17 日に設

置された。EU は、①ETI 廃止までの経過期間中（2 年

間）ETI による利益の一部が継続すること（「経過規

定」）、②2003 年 9 月 17 日以前に締結された契約に

ついてはETI 法廃止後も利益の存続が認められるこ

と（「祖父条項」）等が協定に不整合であると主張し

た。これに対して米国は実体法上の反論は行わず、

第一回履行パネルが新たな勧告を行わずに原手続の

DSB 勧告が有効であると述べたにとどまったことを捉

えて、第一回履行パネル・上級委員会の勧告は ETI 

法に関連しないとの主張を行った。パネルは米国の主

張を退け、「米国雇用創出法」によりFSC 及び ETI 補

助金が存続する限りにおいて、米国がDSB 勧告を完

全に実施したとはみなされないとの判断を下し、

2005 年 9 月 30 日に履行パネル報告書が配布された。

2006 年 2 月 13 日、上級委員会はパネルの判断を全

面的に支持し、米国は依然としてDSB 勧告に従っ

ていないと結論づけた。 

米国議会は同年 5 月、「米国雇用創出法」の祖父条

項を廃止する条項を含む減税法案を可決した。これ

を受け EU は、対抗措置の停止期間を 5 月 29 日まで

延長すること、また、5 月 26 日までにブッシュ大統領

が減税法案に署名すれば、対抗措置の発動について定

めた規則を 5 月 29 日をもって廃止することを規定

する理事会規則を採択した。 

5 月 17 日、ブッシュ大統領が同法案に署名を行っ

たことを受け、EU の対抗措置の発動規則は同月 29 

日をもって廃止された。 
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      新たな貿易問題に対応するための相殺関税措置の活用に向けた課題と対応の方向性 

地域的な包括的経済連携協定（ Regional 

Comprehensive Economic Partnership, RCEP）や

環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先

進的な協定（Comprehensive and Progressive 

Agreement for Trans-Pacific Partnership, 

CPTPP）の発効など、自由貿易体制がますます進

展する中、過剰生産構造や市場歪曲的な措置など

の不公正な貿易慣行に対しては、米欧を中心に、

国内のエンフォースメントを強化し、同盟国とも

連携していく動きが活発化している。 

しかしながら、補助金を受けた輸入品が国内産

業に損害を与えている場合には、相殺関税

（Countervailing Duty, CVD）措置により、他国

の補助金による国内産業の被害を速やかに是正す

ることも必要であることから、世界全体における

CVD措置の発動件数は近年、増加傾向にある。日

本の産業界においても、他国の市場歪曲的な補助

金政策への関心は高い。 

一方、日本においては、アンチダンピング

（Anti-dumping, AD）措置の活用は近年活発化し

てきているものの、CVD措置の発動は過去1件、

2006年の韓国産半導体メモリー（Dynamic Random 

Access Memory, DRAM）に対する措置以降、10年以

上発動がない状況となっている。その背景として

は、CVD措置の申請に向けたハードルが高いとい

った要因が考えられるが、国際法上正当なツール

を活用できるようにしておくことは、国家とステ

ークホルダーの利益を確保する上で重要であり、

今後、日本が米国やEUと通商政策において連携し

ていく上でも、CVD措置の活用が現実的なオプシ

ョンとなるよう、準備が必要である。 

こうした背景を踏まえて、産業構造審議会通

商・貿易分科会特殊貿易措置小委員会では、2021

年2月から事務局で実施した、日本におけるCVD措

置の活用に向けた国内外の有識者及び産業界への

ヒアリングを経て抽出された課題を基に議論を行

い、同年8月30日に対応の方向性を提言としてと

りまとめた。本コラムではその概要を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コ ラ ム 



336 

第 II 部 WTO 協定と主要ケース 

  

 

 

１．日本の過去の発動事例（韓国産DRAM） 

 

日本における発動事例としては、2006年の韓国

産DRAMに対するCVDが唯一の事例となっている。

2004年6月、エルピーダメモリ社とマイクロンジ

ャパン社は、日本政府に対して、韓国ハイニック

ス社製DRAM3製品に対するCVD調査を申請した。こ

れを受けて同年8月に経済産業省と財務省が共同

で調査を開始し、2006年1月に27.1％のCVD措置を

発動した。本件は日本が初めて発動したCVD措置

であった。 

その後、WTO上級委員会の報告書を踏まえ、

2008年9月に関税率を9.1％に変更した。さらに、

同年10月に事情変更レビュー調査を開始し、補助

金利益が存在しなくなったことが確認されたため、

2009年4月にCVD措置は撤廃された。 

本事例の教訓について有識者からヒアリングを

行ったところ、調査の申請に時間をかけすぎたこ

とが問題であったとの指摘があった。すなわち、

半導体産業に対する補助金の償却期間が5年しか

ない中で調査の申請に時間がかかった結果、補助

金の償却期間が終了してしまい、CVD措置の発動

時点で既に補助金の効果が失われたために、措置

の一部がWTO協定違反と判断されたことにつなが

った可能性がある。また、政府による委託・指示

の証明に必要な、信頼に足る情報の入手が極めて

困難であり、状況証拠を積み重ねなければならな

かった点も要因ではないかとの指摘もあった。 

こうしたことから、CVD措置は、必要な場合に

は可能な限り適時適切に発動していくことが重要

であり、論点ごとに、十分な証拠を集めることと、

補助金の償却期間が切れてしまうこととのバラン

スを見ながら適時適切に対応することも重要であ

る。また、調査当局間の連携による情報収集及び

データベースの整備も有効であると考えられる。 

 

２．CVD措置の活用に向けた課題 

 

（１） 申請に向けた検討が困難 

 

（a） 補助金の情報の入手が困難 

CVD申請の第一歩は、補助金を見つけることで

 
3 DRAM（半導体メモリー）とは、コンピュータが処理するデータやプログラムを一時的に保存するための電子部品（揮発性メモリ

ー）。パソコン、ゲーム、電子辞書等の用途がある。 
4 SCM 協定第 25 条は、加盟国は毎年遅くとも 6月 30 日までに、SCM 協定１条に規定する補助金であって特定性を有するものについて

の通報を行うと定めている。 

ある。現在のWTO紛争解決機関の判断では、補助

金が明確に存在すること、すなわち補助金の制度

があり、利益が生じており、特定性があるという

ことを、少なくとも申請・調査開始段階で証明し

なければならず、ハードルが高いと言われている。

CVD措置の申請に当たり、調査対象産品に対する

補助金に関する情報を調査当局に提出する必要が

あるが、補助金を特定するために日本企業が現地

調査を実施することは難しく、さらに、外国政府

による補助金に関する情報公開が不十分なことな

どにより、情報を入手することが非常に難しい点

が課題となる。特に、新興国などは透明性の問題

が非常に大きく、WTOへの通報4 も不十分であるこ

とに加え、そもそも補助金に関する情報がどこに

あるのかがわからないことも多い。 

さらに、補助金自体が隠れている事例も多数見

受けられる。例えば、低利融資や利益性の低い事

業への投資などの形態で、その条件がオープンに

なっていないことも多く、こうした場合、補助金

を見つけること自体が難しい。 

そして、申請・調査の開始段階では、補助金付

き輸入によって日本の産業にどの程度の損害が発

生しているか、といった経済的な分析を行うこと

が必要であるが、こうした分析は極めてテクニカ

ルであるため、申請者となる業界や企業側で示す

ことは非常に難しいとの指摘がある。 

 

（b） CVD措置による課税の効果が見通しにく

い 

AD、CVD措置により高関税を課しているケース

では輸入数量の減少効果が高い一方で、調査対象

となる個々の補助金によるマージンが小さい場合

は、それらを積み上げても結果として関税率は低

く、輸入の減少効果は限定的となる。 

申請には多くのコストがかかる一方で、結果と

して十分な貿易救済措置とならず、CVD措置の効

果が申請コストに見合わなくなるおそれもあるこ

とが、CVD申請の課題として考えられる。 

日本がCVD措置を活用するに当たっても、調査

対象となる補助金の存在や内容について、どの程

度の水準の証拠を求められるのかといった点につ

いて、申請の検討の早い段階から調査当局とも連
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携を図り、課税効果と申請コストのバランスを見

通すことができるかがポイントとなる。 

 

また、関税率と課税効果が見通しにくい中で

CVD措置を活用する意義は何か、各国と同様にAD

措置と同時に調査をする場合、二重救済の問題が

生じないか、といった点についても課題の整理が

必要である。仮に米国のようにADとCVDの同時調

査を行った場合、補助金の証拠の収集などでCVD

調査の方に工数が多くかかると、AD調査が順調に

進む一方でCVD調査のために調査期間が長くかか

ることにもなりかねず、結果、AD措置で一定の課

税が見込めるのであれば、申請者としてはまずAD

措置の迅速な発動を追求すべきという判断になっ

ているとも考えられる。 

 

（２） 対象国からの報復の懸念 

ヒアリングを通じて、産業界がCVD措置を積極

的に活用しない背景の一つとして、今後CVD措置

を活用した場合、対象国から報復的なAD、CVD措

置を講じられるリスクがあるのではないかとの懸

念が挙げられた。 

 

この点に関して、国内有識者・産業界からは、 

•例えば日本の輸出は高付加価値製品が中心で

あり、輸出先の市場で競合が生じていないので、

AD措置の対象とならないのではないか 

•日本はCVD措置の対象となる補助金を出してい

ないので、そもそもCVD措置は発動されにくいの

ではないか 

といった、仮に日本がCVD措置を活用しても、

報復的にCVD措置の対象とされるリスクについて

はあまり懸念する必要はないのではないかという

意見と、 

•高付加価値製品の場合でも、他国の巻き添え

となってAD措置を講じられるケースが生じている

ほか、強制規格や輸入許可といった貿易救済措置

以外の非関税障壁による報復もありうるのでない

か 

•日本がこれまで、輸出相手国に対してAD、CVD

のいずれの措置も講じたことがないことが、他国

からも報復対象にされない背景となっているので

はないか 

といった、CVD措置に対する報復の懸念はやは

りあるという意見の両方の立場からのコメントが

あった。いずれにせよ、対象国からの報復の可能

性について、さらに分析していくことが必要であ

る。 

 

（３） CVD措置の認知度不足 

ヒアリングを通じて、産業界におけるCVD措置

の活用に向けたハードルとして、企業自体がこう

した貿易救済措置を戦略ツールとして意識できて

いないというマインド不足の点と、個別の情報収

集や手続面で難しさがあるという点が挙げられた。 

 

（a） CVD措置の活用に向けたマインドの醸成

不足 

国内の業界・企業におけるCVD措置の活用が進

まないことの背景として、業界・企業の中で、貿

易救済措置を自分事として捉え、戦略ツールとし

て意識する、というマインドが、鉄鋼、化学など

一部の業界・企業を除いて醸成されておらず、通

商に関する日本の長年にわたる大きな問題点の一

つである、との指摘があった。この点について、

例えば、比較的そうした意識が高い化学業界にお

いても、鉄鋼業界のように日常的に貿易救済措置

による対応を迫られる環境にはなく、AD、CVD措

置が事業戦略上の有効かつ必要な手段として企業

のマインドに定着している状況には至っていない

との指摘や、化学産業は製品別の組織運営の企業

も多く、通商部門を持つ企業が少ない上、補助金

は様々な製品が関係し、部署もまたがるため、情

報共有の仕方が難しいとの指摘があった。こうし

たギャップを埋め、企業が通商政策や貿易救済措

置を自分事として捉え、AD、CVD措置を戦略ツー

ルとして意識できるようになることが、今後、

CVD措置の活用に向けて、クリアすべきポイント

となる。 

さらに、こうした通商政策や貿易救済措置の活

用があまりなされていないことの結果として、あ

るいはその背景として、長期的傾向では、産業

界・アカデミアにおいて通商法の知識を有する人

材が増えておらず、むしろ減ってきているのでは

ないかという指摘もあり、産業界における通商政

策、貿易救済措置の事業戦略への取り込みのため

には、人材の底上げも課題として挙げられる。 

 

（b） 情報収集や申請手続自体が困難 

CVD措置を講じるための準備段階において直面
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する、情報収集や手続面でのハードルに関しても

課題があることが明らかになった。 

例えば、まずは企業が自社の被っている損害の

実態を把握することが重要であるが、各事業とし

て利益が出ているかどうかという視点に加え、そ

の事業が世の中でどのような状況にあるのか、と

いう広い視点も必要であり、情報収集が難しい。 

さらに、損害を被っていることが判明した場合

においても、調査開始に至るまでの手続において、

行政や法律事務所等の手を借りる必要があり、情

報収集面での難しさに加え、実際に手続に至る段

階までの難しさなど、申請者となる業界・企業に

とっては、各段階においてクリアしなければいけ

ない課題が数多くあると感じていることが明らか

になった。 

 

３．各課題に関する今後の対応の方向性 

 

CVD措置は米国のようにファクツ・アベイラブ

ル（Facts Available, FA）やアドバース・ファク

ツ・アベイラブル（Adverse Facts Available, 

AFA）5を積極的に適用しなければ、必ずしも高関

税とはならない。一方で、CVD措置は輸出国によ

る市場歪曲的な補助金を直接相殺する措置である

ことから、他国の市場歪曲措置に対して直接是正

を働きかけることとなり、AD措置を発動する政策

的根拠を強調することができるとともに、CVD調

査を通じて調査対象国の情報を得る、また政府間

協議など別の救済手段により問題解決に資するな

ど、AD措置とは異なり、関税措置だけにとどまら

ない効果を得ることも期待できる。米国やEUなど

日本と価値観を共有する国々がCVD措置を戦略ツ

ールの一つとして使っており、自由貿易体制のア

ップグレードを支える経済秩序の形成という観点

から、日本においても、公平な競争条件の確保に

向けて、他国による市場歪曲的な措置に対しては、

AD措置だけでなくCVD措置も適時に活用できる環

 
5 米国法令上、AD、CVD 調査の対象者又は対象国が、調査当局からの情報提供要請に対して十分な資料を提出しないなど調査に協力しな

かった場合に、調査当局が対象者又は対象国にとって不利益な推定(Adverse Inference)を行い、高い関税率を適用することを認める規

定。 

また、AD 協定６.8 条では、① 調査当局が必要とする情報の入手を許さなかったとき、② 情報を提供しなかったとき、③ 調査を著

しく妨げたときには、調査当局は知ることができた事実（ファクツ・アベイラブル、Facts Available （FA））に基づいて決定を行う

ことができるとされている。 
6 アンチダンピング（AD）措置においては、共同申請及び団体申請に当たって、申請に向けた事業者間の調整に係るコストや情報交

換に係るコンプライアンス上の懸念といった課題があったことから、2020 年８月からこれらの課題について検討を行う研究会を開催。

同年 10 月に「アンチダンピング措置の共同申請に向けた検討のモデルケース」を作成・公開した

（https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-

remedy/petition/data/modelcase_20201026.pdf）。 

CVD 措置についても、共同申請等に当たっては、当該モデルケースを参照することが望ましい。 

境を整備することがのぞましい。 

 

一方で、今回、CVDの活用に向けて、多くの課

題があることが明らかとなった。 

まず（１）補助金の情報を収集しにくい一方で、

韓国産DRAMの先例が示すとおり、いかにタイムリ

ーに情報を得て、CVD調査を開始し、措置を発動

できるかが重要である。 

この点、１）申請段階で、膨大な補助金から調

査対象とすべき補助金に当たりをつけるための手

法の構築が必要である。例えば米国やEUの過去の

発動事例における補助金をリストアップすること

や、WTOへの補助金通報や報道ベースで情報を得

ることも有効と考えられる。これらに加え、産業

界内での積極的な情報共有6、OECD等のレポートか

らどの産業にどのような補助金が流れているかを

情報収集することも有効である。こうした情報を

経済産業省から産業界に積極的に提供していくと

ともに、CVD申請に必要な情報についてのガイダ

ンスを示すなど、個別案件の事前の相談について

も相談の初期の段階からきめ細かく対応し、具体

的な品目、補助金の絞り込みに向けて業界・企業

と一体となって対応していくことが重要である。

このため、CVD申請の相談窓口の整備・体制強化

が必要である。また、加盟国によるWTOへの補助

金通報の履行の確保など、通商政策との連携も必

要不可欠である。 

次に、２）調査段階においては、いかに正確か

つタイムリーに情報を得るかが重要であるところ、

当局間での情報共有をより積極的に実施する、あ

るいはそうした仕組みを構築することが重要であ

る。国際的にも一部の国による大規模な産業補助

金を通じた市場歪曲的な行為への対応が問題とな

る中、各国の調査当局間で補助金の情報を共有し、

ひいてはCVD措置を実際に発動するところまで連

携して対応する仕組みを構築することも有効であ

ると考えられる。 
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また、補助金の情報が入手しにくい中で、FAの

適用を前提にどこまで証拠を集める必要があるの

か、調査当局としてスタンスを定めておくことも

重要である。その上で、補助金の存在の認定に当

たっては、相手国政府や調査対象企業の回答だけ

でなく、各国の日本大使館やJETRO等の出先機関、

経済協力開発機構（Organisation for Economic 

Co-operation and Development, OECD）等の国際

機関の調査ルートやレポート等の活用も検討して

いく必要がある。さらに、第三国ベンチマークが

どのように用いられるべきか、現行のWTOルール

の妥当性も含めた検討を行っていくことも不可欠

である。 

 

次に、（２）産業界がCVD措置の活用に消極的な

理由として、相手企業・相手国政府による報復の

懸念が挙げられる。この点について、米国・EUか

らのヒアリングでは主に相手国企業が報復を持ち

出すケースはあるが、必ずしも報復があるわけで

はないとの紹介があった。また、高付加価値品の

生産が多く、補助金をあまり受けていない日本の

産業について、報復の懸念は当てはまらないので

はないかという見方も示された。これまで、日本

の貿易救済措置がWTOに提訴された例はほとんど

なく、むしろ日本が貿易救済措置を打たれる場合

が圧倒的に多い中で、日本がCVD措置を発動した

場合に報復されるのか、例えば他国の貿易救済措

置の発動とWTO提訴や報復的な貿易救済措置の発

動との間の相関関係の有無について、分析を行う

ことも一案であると考えられる。また、個々の業

界・企業が取ることのできる対策として、CVD措

置を打たれる可能性のある補助金があるのかどう

か、また、CVD措置の対象国からの報復の対象と

なりうるような輸出品があるのかどうか、分析を

行うことも必要であると考えられる。さらに、AD

措置を始めとするCVD措置以外の非関税障壁によ

る報復があり得るのかどうか、経済産業省通商政

策局の各地域担当や、JETROとも連携して、幅広

い視点からのリスク分析を行うことも考えられる

ほか、報復を持ち出す懸念のある相手国に関して

も、相手国政府とのチャネルをしっかり維持する

ことや、国際的な協力により対応できるような他

国との連携の構築が必要である。 

 

さらに、（３）サプライチェーンのグローバル

化が進展する中で、企業は多くの産業補助金を活

用し、したたかな各国企業との争いに対応してい

くことが求められている。こうした中で、業界・

企業において貿易救済措置を活用することが事業

戦略として位置づけられていくことも重要である。

調査当局としてはセミナーやニューズレターを積

極的に活用して、引き続きアウトリーチ活動を行

うとともに、こうした措置が身近なものとなるよ

う産業界と積極的なコミュニケ－ションを図って

いく必要がある。その際、産業界、ひいては消費

者を含めた国民全体に対して、他国の不公正な貿

易措置に対してこうした貿易救済措置を通商ルー

ルに従って活用することが、一企業の利益にとど

まらず、長期的には国内生産拠点の維持により国

民生活の安全につながるとともに、国際社会にお

ける法の支配にも寄与するといった政策的な意義

についても発信していくことを心がけるべきであ

る。 

その上で、貿易救済措置が実際にツールとして

活用できるようなものになるためには、まず企業

が自社の原料調達から販売までのサプライチェー

ンを分析した上で、競争する他国の産品の輸入量

や価格の動向の状況・当該産品に対する他国の貿

易救済措置の発動状況をモニタリングし、通商上

のリスクを正しく把握することが不可欠であると

ともに、他業界や他企業での取組事例について共

有できるような仕掛け作りも有効と考えられる。

また、貿易救済措置に対する産業界の潜在ニーズ

に応えるためには、人員の増強・調査技術の向上

を含め、調査当局の機能強化が必要である。さら

に、長期的には、こうした通商問題に対応する人

材の裾野を広げ、調査当局や企業の通商部門や法

務部、法律事務所など各方面で活躍できる専門人

材を増やしていくため、調査当局として、大学や

法科大学院へのアウトリーチ活動にも取り組むこ

とが長期的な視点からも重要と考えられる。 

 

最後に、昨今、気候変動への対応、サプライチ

ェーンのより一層のグローバル化を背景として、

世界規模で産業・貿易構造の変化が進展する中、

既存の貿易救済措置のルール執行だけでは対応で

きないような問題が多数見受けられる。例えば、

一部産業分野における有害な産業補助金による過

剰生産能力等の市場歪曲的な動きに対し、国際的

にいかに対応するのかが課題となっている。こう
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した中、EUでは、補助金による越境投資の活発化

といった課題に対応するため、中国が「一帯一路」

構想の一環として行ったエジプトにおける中国資

本への資金的援助について、既存のCVD措置の適

用を認めている。また、米国は国内法を改正して

他国の為替操作に対してCVD措置を発動するなど

の動きもあり、引き続き、CVD措置をめぐる各国

の動向を注視していく必要がある。 

また、持続可能な社会の実現（持続可能な開発

目標（Sustainable Development Goals, SDGs）の

達成）のためにも、各国は大きな産業構造の変化

を実現する必要がある。例えば、2050年カーボン

ニュートラルの実現に向けても、EUでは炭素国境

調整措置の導入等、様々な補助金や規制・ルール

の導入を模索している一方、米国は排出量取引制

度（Emissions Trading System, ETS）の優遇をう

けたドイツ鉄鋼業に対して調査、発動するなど、

環境政策に係る貿易問題も増加の一途をたどって

いる。 

このように、グローバルな課題に対応した国際

的な産業構造の変化により、従来の貿易救済措置

のルール執行のあり方では対応できないような問

題が出てくる中で、補助金に関する情報共有、ひ

いては貿易救済措置の同時発動など、各国との連

携がより一層、重要となっており、また、新たな

課題に対してどのように貿易救済措置を活用でき

る形にしていくかが、今後の課題であり、さらな

る検討が必要である。 
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      日米欧三極貿易大臣会合 

１．はじめに 

 

日本・米国・EUは、第三国による市場歪曲的な

措置に共同で対処するため、 2017年12月、世耕経

済産業大臣の呼びかけにより第1回日米欧三極貿

易大臣会合を開催した。これまで8回の会合を開

催し、産業補助金・国有企業のルール強化、強制

技術移転、市場志向条件、電子商取引等について

議論を行ってきた。 

 

２．沿革 

 

2017年12月12日、第11回WTO閣僚会議の機会に

初の日米欧三極貿易大臣会合を開催した（ブエノ

スアイレス）。グローバルな競争条件平準化を確

保するため、第三国による市場歪曲的措置に対処

する日米欧の三極間協力を拡大することに合意し

た。 

2018年3月10日、第2回会合を開催（ブラッセ

ル）。過剰生産能力問題を踏まえ産業補助金に関

するルール強化に着手することなど、第三国の市

場歪曲的措置への対処に関する共同行動をとるこ

とに合意した。 

2018年5月31日、OECD閣僚理事会の機会に第3回

会合を開催した（パリ）。取組の進捗や今後の方

向性に関して議論し、全体の共同声明と共に、分

野別の3つの共同声明（①産業補助金ルール強化

に向けたスコーピングペーパー、②強制技術移転

に関する共同声明、③市場志向条件に関する共同

声明）を発表した。 

2018年9月25日、第4回会合を開催した（ニュー

ヨーク）。5つの主要項目を含む共同声明（①第三

国による非市場志向の政策等への懸念、②産業補

助金と国有企業、③第三国の強制技術移転政策等

に関する懸念、④WTO 改革、⑤デジタル貿易と電

子商取引）を発表した。 

2019年1月9日、第5回会合を開催した（ワシン

トンDC）。産業補助金ルールについて三極間での

テキストベースの作業の早期完了に合意した。ま

た、通報・透明性に係る共同提案を進めること、

通常委員会の活動強化に向けて作業すること、電

子商取引ルールについてWTOでの交渉を適時に開

始できるよう協調していくことに合意した。 

2019年5月23日、第6回会合を開催した（パリ）。

産業補助金ルールについては作業を継続し、主要

なWTO加盟国に対しアウトリーチを進めることに

合意した。通報・透明性に係る共同提案について

可能な限り早期の合意を目指すこと等で一致した。

WTO電子商取引交渉について、同年1月25日のダボ

スでの共同声明に基づく作業の進捗を歓迎し、高

いレベルの合意を可能な限り多くのWTO加盟国の

参加の下で実現することを目指すことを確認した。 

2020年1月14日、第7回会合を開催した（ワシン

トンDC）。WTO補助金協定に追加すべき新たな禁止

補助金（過剰生産能力分野の不振企業に対する補

助金等）などについて合意し、国有企業や強制技

術移転に関する具体的ルール作りの進展をも目指

すこととした。 

米国の政権交代を経た2021年11月30日、8回目

の会合を開催した（オンライン）。三極の連携を

刷新し、非市場的措置による問題の特定・既存ツ

ールの活用や新たなツール作り・ルール作りの3

分野に焦点を当て、並行して進めることに合意し

た。 

 

【参考】三極貿易大臣会合 共同声明（2021年11

月30日）（仮訳）キャサリン・タイ米国通商代表、

萩生田光一日本国経済産業大臣、ヴァルディス・

ドンブロフスキス欧州委員会上級副委員長は、

2021年11月30日にオンラインで会談を行った。  

 

三閣僚は、労働者とビジネスを弱体化させ、悪

影響を与える第三国による非市場的政策や慣行が

もたらすグローバルな課題に対処するための三極

の連携を刷新することに合意した。三極の連携の

下での作業について、次の三分野に焦点を当てる

ことに合意した。 

 

（１）非市場的措置による問題の特定 

（２）既存ツールの活用における協力の議論や、

既存の執行ツールとのギャップ及びこれらの慣行

に対処するための新たなツール作りに向けたさら

なる作業が必要な分野の特定  

（３）これらの慣行に対処するためのルール作

コ ラ ム 
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りに向けたさらなる作業が必要な分野の特定  

 

三閣僚は、焦点を当てる三分野すべてについて

並行して進めるよう事務方に指示をした。また、

定期的に進捗を確認することに合意した。 

 

三閣僚は、全ての加盟国の利益となり、また全

ての人で分かち合える繁栄を確かにすることの助

けとなる、自由で公正なルールに基づく多角的貿

易体制構築への努力を通じたWTO改革の重要性を

強調し、今後開催される第12回WTO閣僚会議の成

功に向けたコミットメントを共有していることを

再確認した。 

 

３．補助金等のルール強化に向けた検討 

 

上述のとおり、日米欧三極貿易大臣会合の枠組

みでは、WTO補助金規律ルールに関する議論が進

められており、2020年1月の第7回会合では、新た

な禁止補助金の追加や通報制度の改善など具体的

な内容に合意し、合意内容をもとに他のWTO加盟

国との議論を進めていくこととしている。具体的

には、信頼出来る再建計画のない企業や、過剰能

力にある分野又は民間から資金を調達することの

出来ない企業に対する補助金等を新たな種類の無

条件の禁止補助金とすることや、補助金交付国が

貿易への悪影響がないことを立証する責任を負う

べき補助金の類型について合意した。また、逆通

報された未通報補助金について、補助金交付国が

期限内に適切な情報提供を行わない限り当該補助

金が禁止されることとなる、通報へのインセン

ティブの追加や、補助金の交付元としての国有企

業に注目した規律強化についても作業を継続する

ことにも合意した。（詳細は、2020年版不公正貿

易報告書290頁～295頁 コラム「補助金規律強化の

議論について」参照。） 

国有企業については、WTO補助金協定の規律は

国有企業に対する補助金にも及ぶが、適用範囲に

一定の限界があるなど、国有企業の競争歪曲行為

の規律としては不十分な点が指摘されている（詳

細は、2017年版不公正貿易報告書 343頁～347頁 

コラム「国有企業規律に対する規律強化の試み」

参照。）。三極貿易大臣会合においても、2018年5

月のスコーピングペーパーも踏まえ、国有企業規

律の強化に関する議論を進めてきている。 

強制技術移転については、国が関与して行う場

合、公正で自発な技術流通及びイノベーションに

よって利益を得る機会を他の国々から奪うことと

なり、市場原理に基づいた国際貿易システムと不

整合である。第7回会合では、第三国による強制

技術移転措置を防ぐことを目的とした主要な規律

のあり得る要素についても議論した。二国間合意

や国内法の整備を通じて強制技術移転の禁止を規

定する動きも出ている一方で、行政機関が技術情

報などの提出を企業に要求しうる基準が不明確で

ある、国有企業等を通じて要求が行われた場合に

証拠収集が困難であるといった課題が引き続き存

在している。引き続き他の加盟国と連携して情報

収集を進めることが重要である。（詳細は、2021

年版不公正貿易報告書414頁～418頁 コラム「強制

技術移転を巡る議論」参照。 

 


